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最終報告書（案） 

～電波利用料制度の見直しについての基本的な考え方～ 

 

 

序章 電波の有効利用のために 

① 電波は、有限希少な国民共有の資源である。したがって、貴重な電波資

源を極力、有効に利用すべきことは勿論のこと、電波利用の便益が、広く

国民に及ぶよう努めることは、行政のみならず、電波利用者の重要な責務

である。 

 これを、電波法では、電波行政の基本理念として「電波の公平かつ能率

的な利用を確保することによって、公共の福祉を増進する」と表現してい

る（法第１条）。 

② この点は、本研究会第１次報告書（平成１４年１２月）第２章第３節に

おいて、 

ア 無線局の免許人は、電波の逼迫状況が極めて深刻化している中で、電

波が有限希少な国民共有の資源であること、その電波資源を利用できる

という特別な地位にあることを十分に認識することが必要であること、 

イ 公的部門か民間部門かを問わず、電波の有効利用に資する最新の技術

の導入、使用帯域の圧縮などを図るほか、電波の有効利用の推進に関す

る政府の施策への積極的な協力を行うことが無線局免許人の重要な責

務であること、 

を指摘したが、今回、この指摘を改めて認識することが必要である。 

③ 特に、国民共有の資源である電波が事業活動に用いられる場合には、市

場活動を超えても国民が等しくその利益を享受できるように努めるべき電

波の公共性と、本来自由であるべき市場活動との調和をとりつつ、電波利

用社会全体の発展を図る必要がある。 
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第１章 電波利用料制度の現状 

 第１節 現行の電波利用料 

 １．電波利用料制度の概要 

 現行の電波利用料制度は、平成５年４月に導入されたもので、電波利用の拡

大に伴う電波監視等の電波行政経費の増加に対応するため、その受益者である

電波利用者に対し負担を求めることを目的として導入されたものである。免許

局が電波を安心して利用できる環境の整備・構築を図るために、無線局免許人

から毎年徴収する手数料的なものとして、マンションの管理費用に擬せられる

性格を有するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 電波利用料額は、無線局の種別等に応じて１０区分（放送局、基地局、人工

衛星局、包括免許（携帯電話等）等）に分類し、各区分の年額を電波法に定め

ている。電波利用料額は、３年を１期間として、その期間に必要と見込まれる

電波利用共益費用を、同期間内に見込まれる無線局で、以下のように負担する

こととして算定している。 

料額は①、②で算定した額を合算した額となる。 

 ① 無線局データベース費用の一部は、入力するデータ量に比例して按分 

 ② ①以外の事務の実施に係る経費については、全無線局で均等に配分 

良好な電波環境の構築・整備を図るための行政経費に充てるものとして無線局
免許人から毎年徴収する手数料（いわゆる、マンションの管理費用）(平成5年4月導入)

国

電波利用料

・アナアナ変換
（約100MHzの空き周波数を確保）

・技術試験事務
（電波の有効利用のための実用

段階の技術開発） 等

受 益

電波利用料制度の概要

≪電波利用共益事務≫

安定的な電波利用の確保

有限な電波資源の効率的利用

・電波監視

・無線局データベースの運用

～電波の秩序維持～

無線局免許人

・携帯電話事業者

・放送事業者

・衛星通信事業者

・電力事業者

・アマチュア無線

等
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２．現行電波利用料の使途 

電波利用料の使途については、電波の適正な利用の確保に関し、総務大臣が

無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する電波利用共益

費用に充てるものとして、電波法において以下のとおり限定されている。 

電波利用料額の算定

電波利用料額は、３年を１期間として、その期間に必要と見込まれる電波利用共益
費用を、同期間内に見込まれる無線局で、以下のように負担することとして算定。

料額＝（Ａ）＋（Ｂ）

【電波利用共益費用】

無線局区分に応じて異なる額 （Ａ）

≪例≫ 放送局等 ： 約 ５７０KB
基地局等 ： 約 １２０KB
簡易無線局等 ： 約 ２KB 

① 総合無線局監理システムの
費用の一部

≪基本的な考え方≫

+

データ量に
比例する費用

② 原則、全ての電波利用料事務
の費用（①以外の費用）

均等配分
する費用

全無線局共通の額 （Ｂ）

当該費用 ÷ 免許を受けた無線局数

円 円

円

円

円 円 円 円 円

円

3
9
1 8

6

データ量比例分

4
1

2
3
,
5
1
0

2
3
,
2
6
2

（Ｂ）

（Ａ）

1
,
6
1
2

1
5
,
8
0
9

1
0
,
0
0
1

4
,
9
8
9

均等負担分

540

人工衛星局等
24,100円

放送局等
23,800円

固定局等
16,300円

地球局等
（固定通信）

10,500円

基地局等
5,500円

船舶地球局等
（移動通信）

2,200円

多重放送局等
900円

簡易無線局等
600円

ｱﾏﾁｭｱ局等
500円

携帯電話等
（包括免許）

540円

注） 平成14～16年度における電波利用共益費用より算出した額。

現在の電波利用料額の算定内訳
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（１）電波監視施設の整備・運用 

（２）無線局の申請処理や周波数管理等の事務を迅速かつ効率的に行うため

のコンピュータシステム（総合無線局監理システム）の整備・運用 

（３）周波数逼迫対策のための新しい電波技術の導入に関する事務（技術試験

事務） 

（４）地上放送のデジタル化に伴うアナログ周波数変更対策事務 

（５）電波再配分に係る周波数終了対策事務 

（６）その他 

① 電波遮へい対策事業の支援（トンネルや地下街などの電波が遮へいさ

れる空間でも携帯電話等が利用できるようにするための施設を設置す

る事業への補助金による支援） 

② 電波の安全性確保のための調査  等 

 

 これらの使途のうち、（１）及び（２）は「安定的な電波利用の確保」のた

めの業務と捉えることができるのに対し、（３）から（６）までの業務は、「有

限な電波資源の効率的利用の促進」のための業務と捉えることが可能である。 

平成５年の制度導入時には、前者の割合が比較的高かったが、その後の技術

試験事務やアナログ周波数変更対策事務、電波再配分に係る周波数終了対策事

務などの使途の追加に伴い、後者の比重が高まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電波利用料の歳出予算内訳(平成16年度予算)

技術試験事務
14.6%

〔84.5億円〕

アナアナ変換
 34.9%

〔202.2億円〕

電波監視
12.5%

〔72.3億円〕

その他
(電波遮蔽対策等)

15.7%
〔91.2億円〕

無線局データ
ベースの運用

 22.4%
〔130.0億円〕

総額
580.2億円
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３．最近の電波利用料額の改定 

 平成１５年の電波法改正において、アナログ周波数対策費用の増大等を背景

として、地上アナログＴＶ放送局の免許人から「追加的な電波利用料」を徴収

することとされた。 

 これは、アナログ周波数対策業務によって、地上デジタルＴＶ放送局開設後

も、一定の期間引き続き、地上アナログＴＶ放送の運用が可能（サイマル放送）

であるというＴＶ放送局の受益に着目したもので、サイマル放送が実施される

期間（平成１５～２２年度）の暫定措置として導入されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、平成１６年の電波法改正においては、電波の迅速な再配分を図るため、

既存免許人の早期の立ち退きに対する給付金の支給制度が新たに導入された。

この給付金には電波利用料を充てるとともに、立ち退き後の周波数を新たに使

用する新規参入者には特別な受益が認められることから、一定の費用負担を求

めることとして、追加的電波利用料を徴収する制度としている。 

アナログ周波数変更対策費用の増大等を背景として、電波利用共益事務（注）における

無線局免許人の受益と負担の公平性を確保する観点から、地上アナログTV放送局の

免許人から「追加的な電波利用料」を徴収

（平成15年度～22年度のサイマル期間中の暫定措置）

携帯電話
81.1%

その他
12.4%

放送局
6.5%

放送局
0.8%

携帯電話
85.2%

その他
14.0%

平成14年度収入予算 平成15年度収入予算

総額

535.8億円

総額

503.6億円

改定内容

（注） 電波監視、無線局ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築、ｱﾅﾛｸﾞ周波数変更対策等（費用は免許人が電波利用料として負担）

電波利用料額の改定
～ 改正電波法（平成1５年６月６日公布）～
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現行の電波利用料制度の概要は、以上のとおりであるが、電波利用料制度の

導入から既に１０年以上が経ち、当時とは電波利用を取り巻く社会環境が大幅

に変化している。こうした状況の変化を踏まえ、電波利用料のあり方について

も、その見直しを含めて様々な指摘がなされているところである。 

  

補償が必要

新規利用者が一定の費用負担

電気通信事業者
の基地局

飲食店

ホテル

＜満席の中での新規参入の実現＞

既存利用者に損失が発生
（設備の残存価値や撤去費用など）

・代替周波数なし
・３年程度で実施（従来１０年以上）

新規利用者に経済
的な利益が発生

《無線ＬＡＮ》
《中継用固定

局》

新規利用者 既存利用者

退席

新規参入

電波再配分のための給付金制度の整備

給付金の支給給付金の支給

《情報家電》

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
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第２節 電波利用料を巡る状況の変化 

 

１．電波利用形態の変化と多様化 

 平成５年度の電波利用料制度導入時においては、電波利用料の徴収総額は約

７４億円であり、その負担割合の内訳は、携帯電話関係が７０．７％（端末局：

５７. ２％、基地局：１３．５％）、放送局が６．６％、アマチュア無線局等

が１０．３％及び固定局等がそれぞれ約９．９％という状況であった。 

 しかしながら、平成５年度当時、約８３９万局であった無線局数は、平成１

５年度５月末には８，８３６万局へと約１０倍へと増加しており、電波利用料

の徴収総額も約５４３億円へと約７倍に増加している。 

無線局数、電波利用料の徴収総額の増加の主たる要因となっているのが、携

帯電話の爆発的な普及である。平成５年度当時、携帯電話の契約数は２１３万

契約であったのに対し、平成１５年度には８，１５２万契約へと約３８倍に伸

びている。これに伴い、電波利用料の総額に占める携帯電話関係の負担割合が

増加し、８２．３％に達しており、放送局等６．４％、固定局等２．８％と比

較して、非常に大きな負担割合となっている。このため、負担のバランスを見

直すべきとの意見が表明されているところである。 

（単位：億円）
１ 収支決算の推移

２ 収入内訳の比較

平成5年度

電波利用料の収支決算推移

平成14年度 平成15年度

在京キー局を中心に地上ＴＶ放送局の電波利用料値上げ

（年間負担総額約5億円⇒約35億円：平成15年度から８年間の暫定措置）

在京キー局を中心に地上ＴＶ放送局の電波利用料値上げ

（年間負担総額約5億円⇒約35億円：平成15年度から８年間の暫定措置）

注）H15年度の値は決算速報値、H16年度の値は収支予算。

平成年度 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16

収入決算 73.8 84.5 140.4 214.4 252.7 370.1 356.8 408.6 449.5 475.2 543.1 552.4

支出決算 66.6 72.8 111.5 158.3 261.8 311.6 328.9 393.1 390.0 437.7 688.3 580.2

携帯電話
端末等
〔87.3%〕

その他
〔11.9%〕

放送局
〔0.9%〕

携帯電話
端末等
〔82.3%〕

その他
〔11.3%〕放送局

〔6.4%〕

総額

73.8億円

総額

475.2億円

総額

543.1億円

その他
〔36.2%〕

放送局
〔6.6%〕

携帯電話
端末等
〔57.2%〕
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 なお、現行の電波利用料制度の下では、電波利用料は免許局から徴収するこ

ととされており、免許不要局については、電波利用料の徴収対象とはなってい

ない。 

 これは、平成５年の電波利用料創設時においては、 

①電波利用料は、専ら免許局が電波を安心して利用できる環境を整備するた

めの事務に用いると観念されており、免許不要局は直接の受益者ではなく、

反射的利益を受けているに過ぎないと考えられること 

②免許不要局については、免許が不要であるがゆえ、行政としても無線局の

所在等を把握しておらず、仮に徴収しようとすると徴収コストの問題が生

ずること 

③免許不要局は、免許を要さず自由に電波を利用できる点がメリットであり、

電波利用料徴収のための諸手続を課す場合、利用者の側にもコストが生じ、

こうしたメリットが失われる可能性があること 

 と整理されたためである。 

 しかしながら、平成５年の電波利用料制度創設時には、コードレス電話やラ

ジオマイクなどのごく限られた範囲で利用され、使用帯域幅も９０MHｚ程度に

とどまっていた免許不要局であるが、現在では小電力の無線ＬＡＮや PHS、電

子タグ、ETC 等に利用範囲は広がっており、使用帯域幅も約９５００MHｚ幅と、

無線局数の推移

合計
約８３０万局 合計

約８８８６万局

電波利用料導入時
（平成５年度末）

現在
（平成16年5月末）

※MCA等を含む。

携帯電話
端末等※

500万局
〔60％〕

その他
330万局
〔40％〕

10倍に増加

携帯電話の

爆発的普及

その他
405万局
〔5％〕

携帯電話
端末等※

8481万局
〔95％〕
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１００倍以上に拡大している。今後のユビキタス社会の進展に伴い、小電力無

線システムを活用したビジネスも益々拡大すると期待され、免許不要局は、無

線局数の上でも、その果たす役割の上でも電波利用における枢要な地位を占め

ることが予想される。 

 従って、今後、免許不要局が量的、質的に拡大する中で、積極的に電波監視

や周波数逼迫対策業務などの共益事務を実施し、その電波利用環境の整備を図

る必要性が増すものと考えられる。また、電波利用者間の負担の公平性の確保

の観点からも、引き続きこのような例外として電波利用料の徴収を行わないこ

との適否について検討が必要であるとの指摘がなされている。 

 特に電気通信事業者が提供する無線ＬＡＮサービス等については、携帯電話

など様々な競合するサービスが存在する中で、単に、出力が小さく免許が必要

ないという免許手続上の理由をもって電波利用料の徴収の対象外とすること

は、公正競争の観点から適当ではないとの意見もあるところである。 

 

２．電波の逼迫状況の深刻化 

 電波利用は、携帯電話の機能の高度化にみられるように、我々の生活の利便

性を増し、快適で質の高い国民生活の実現に寄与する。また、地域の活性化、

産業経済の活性化に資するほか、電波の対災害性、広域性、モビリティ等の特

徴を活かした安全で災害に強い社会・国土の形成などに非常に大きな役割を果

たしている。 

 ＩＴ分野における技術革新のスピードは速く、今後、電波利用は質的にも量

的にも飛躍的に拡大するとともに、電波に対する国民のニーズはますます多様

化するものと思われる。このように電波ニーズが拡大する中で、有限希少な電

波資源を有効活用し、こうしたニーズに適切に対応していくことが、豊かで夢

のある活力に満ちた日本の未来像の実現のために必要不可欠である。 

 そのため、総務省においては、電波の利用状況の調査、公表制度を活用し、

適切に電波の再配分計画を策定することとしている。さらに、本研究会の累次

報告書を踏まえて、短期的な電波の再配分の実現のため、再配分により電波が

利用できなくなる者に対し再配分の結果投資が回収されなくなった部分（設備

の残存簿価等）等について、給付金を支給する制度を導入したところである。 

このように有限希少な電波資源をできる限り有効に利用することが求めら

れているところであるが、現行の電波利用料の算定方法は必ずしも電波の有効

利用へのインセンティブとなるような料金体系とはなっていないとの指摘が

ある。 



 - 10 -

 例えば、現行の電波利用料制度においては、無線局１局当たりに課金される

ため、電波の有効利用（周波数の共用、セルの小ゾーン化等）を図って無線局

数を増加した場合に、電波利用料の納付額が増加してしまい、むしろ、電波の

有効利用へのインセンティブを失わせる要因ともなっている。昨今の電波の逼

迫状況の中で、電波利用料についても、従来の電波利用共益費用の回収といっ

た目的だけでなく、電波の有効利用のインセンティブという新たな役割が期待

されているところである。 

 さらに、周波数の逼迫対策としては、電波の有効利用技術の開発が重要であ

る。これまでも総務省は、ナロー化技術等の開発、導入を推進してきたところ

である。今後は、電波利用社会の一層の発展に向け、電波の有効利用を促進し

ていく上で、従来、技術的な問題から未利用であった高い周波数帯の研究開発

や、既存無線システムの下で新たな無線システムの共同利用を可能にする技術

の開発などが重要な課題であり、より一層の重点的・効率的な研究開発の推進

が望まれているところである。 

 しかし、現行の電波利用料の使途は、既存の免許人に対する共益費用に限定

されていることから、未利用周波数帯の研究開発のように将来の特定の免許人

に受益が生じるような施策については、電波利用料を充てるのではなく、国民

全体（税）で賄うこととされている。こうした研究開発について、従来どおり、

国民全体で負担すべきか、免許人全体で負担すべきかについて検討が必要であ

るとの指摘がなされているところである。 

 

３．電波ビジネスの発展 

 携帯電話産業の急速な発展、無線ＬＡＮなど電波を利用した情報通信機器の

国民生活への普及など、電波を利用したビジネスが最近目覚ましく発展してき

ており、電波がもつ経済的価値が広く認識され始めている。 

 一方、電波の逼迫状況が深刻な状況にある中、成長戦略産業であるワイヤレ

ス産業の一層の発展のため、従来以上に電波の非効率利用を排除していきたい

という要請が強まってきている。 

 こうした状況を踏まえ、欧米では、非効率な利用者の自発的な退出を促し、

より有効に電波を利用する者の新規参入を促進することを目的として、経済的

価値を反映した電波利用料を導入する動きが見られるところである。 

 我が国においても、欧米における現状を参考として経済的価値を反映した電

波利用料を導入すべきとの意見がみられるところである。 
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第３節 諸外国における電波利用料制度 

 

 諸外国においても電波ビジネスの発展に伴う急速な電波需要の増大に伴い、

我が国と同様に電波の逼迫状況が深刻化している。欧米の一部の国ではこのよ

うな状況を踏まえ、電波の有効利用を推進するという観点から電波の経済的価

値に着目し、市場原理を活用した方策を講じているところである。 

 そこで、本節においては、我が国における電波利用料のあり方を検討するに

当たり、まずは、諸外国において導入が進んでいる電波使用の対価の徴収制度

について考察することとする。 

  

 １．諸外国における電波利用料制度 

 諸外国、特に欧米では、電波行政に係る事務経費に加え、電波の非有効利用

の退出を促し、電波の有効利用を促進するため、電波の経済的価値を勘案して、

電波行政経費とは別に、又はそれを含むものとして電波使用の対価を徴収して

いる事例が多く見られる。 

例えば欧州においては、１９９７年にＥＣ指令が改正されて、電波が混雑し

た逼迫帯域においては、電波の有効利用を図るため、「電波行政経費」を超え

て、料金の徴収について、各国で制度化することが可能となった。この指令を

受けて、各国で個別に国内法整備を行い、「経済的な価値を反映した電波利用

料を政府が設定する方式」又は「オークション方式」を導入しているところで

ある。さらに、２００２年のＥＣ指令の改正で、逼迫帯域以外の帯域でも、一

般的に経済的価値の徴収が可能とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各国の電波利用料の基本的性格

＜行政事務経費の財源＞徴収目的

日 本 型

米 国 型

仏・韓国型

英・独 型

オークションの実施 （第３世代携帯電話等）

［免許時一括徴収］

経済的価値を反映した使用料 （固定局・レーダー等）

［毎年徴収］

＜電波の有効利用促進＞

＋

＋

＋

パターン

連邦通信委員会運営費の財源
〔毎年徴収〕

オークションの実施
［免許時一括徴収］

電波行政事務経費の財源
〔毎年徴収〕

経済的価値を反映した使用料
［毎年徴収又は免許時一括徴収］

電波利用共益事務経費
（法定限定列挙）の財源

〔毎年徴収〕
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 ここで言う電波使用の対価とは、電波利用共益費用に充てるために免許人か

ら手数料に近い性格のものとして徴収する我が国の電波利用料とは異なり、電

波の財としての経済的価値に見合ったものとして徴収するものである。 

 

《電波使用の対価のイメージ》 

 

 

 

 

 

 

 欧米において行われている電波使用の対価の徴収の考え方としては、主に下

記の２つがある。そこで、下記の２つの考え方に基づき、欧米の各国ではどの

ように電波使用の対価の徴収が行われているかについて整理する。 

 

① 携帯電話などの免許の供給数が限られている免許形態において、オーク

ション方式により免許料を徴収する考え方 

 

② 政府が経済的価値に見合った電波使用の対価を定め、原則、あらゆる電

波利用について徴収する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政経費

経済的価値に見合った金額

日本では、電波管理の行政費用を
回収するため電波利用料を徴収

電波の逼迫状況の深刻化電波の逼迫状況の深刻化

電波の有効利用の促進
（非有効利用の排除の要請）

電波の有効利用の促進
（非有効利用の排除の要請）

電波利用ビジネスの発展電波利用ビジネスの発展

電波の経済的価値の向上電波の経済的価値の向上

欧米において経済的価値に見合った電波の使用料の導入

電波の有効利用の促進電波の有効利用の促進

透明性・迅速性の確保透明性・迅速性の確保

日本では比較審査を導入

携帯電話事業用免許等にオークション導入

市場原理活用型比較審査方式

【電波の利用に伴う賦課金】 【免許方式】

欧米の利用料制度の考え方
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 ２．オークション方式 

 携帯電話などの免許の供給数が限られている無線局の免許手続きにおいて

は、国民共有の資源である電波を専用的にインフラとして利用し、高い収益を

上げることが可能である点に着目して、 

 

ア） 電波を最も高い値段で評価する者を選定し、電波の有効利用を促進 

イ） 電波の使用の対価の設定方法として有効であり、その歳入を国民に還元 

ウ） 専用的に電波を利用できる特別な地位が与えられる免許人の選定手続き

において、透明性、公平性、迅速性の確保の必要性 

 

の観点を踏まえ、欧米の一部の国ではオークション方式を導入しているところ

である。 

 

《諸外国におけるオークションの導入状況》 

注）オークション方式を導入している国は網掛け 

米国 

 競願が想定される免許については、オークション方式、比較審

査方式又はくじ方式により免許人を決定。 

 従来、携帯電話、無線アクセスなどの免許については、オーク

ション方式を採用。公共安全業務などの免許については、比較審

査方式を採用。 

英国 
 携帯電話、無線アクセスなど競願が想定される無線サービスの

免許については、オークション方式により免許人を決定。 

フランス 

 競願処理方式は新たな免許ごとに決定。（第３世代携帯電話に

ついては、比較審査方式により、人口カバー率等も勘案して免許

人を決定。経済的価値に着目した賦課金の徴収あり。） 

ドイツ 

 携帯電話、無線アクセスなど競願が想定される無線サービスの

免許については、オークション方式又は比較審査方式により免許

人を決定。 

 第３世代携帯電話についてはオークション方式を採用。 

オーストラリア 
 携帯電話、無線アクセスなど競願が想定される無線サービスの

免許については、オークション方式により免許人を決定。 

韓国 

 携帯電話など経済的価値が大きい周波数割当については、比較

審査において事業者からの申し出による出捐金の多寡を評価項

目の一つとしている。 
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  （１）欧州におけるオークションの導入事例（第３世代携帯電話） 

 英国、ドイツ、スイス等の欧州のいくつかの国では、２０００年ごろより、

第３世代携帯用周波数の事業者選定にあたり、オークションが実施された。 

 

《欧州各国における第３世代携帯電話の免許の状況》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしながら、英国及びドイツ等においては、オークションの結果、免許料が

高騰し、携帯電話事業に関わる電気通信事業者の経営基盤に大きな打撃を与え

た。 

 

 電気通信事業者の経営基盤の悪化は、携帯電話関連事業の投資縮減等につな

がり、基地局・端末等を供給する関連メーカ等にも影響を及ぼした。 

2000年12月

2000年3月

2001年1月

2000年12月

2000年8月

2000年4月

免許時期
携帯電話事業売上

［２００１年度］
落札総額又は免許料

免許
枠

審査方式国名

約２，３５０億円免許料総額

約５８０万円

＋売上げの０．１５％

４比較審査

スウェーデン

約１．２兆円免許料総額

約６７６億円

４比較審査
スペイン

約１．２兆円免許料（２免許分）

（当初） 約１．２兆円

※後に減額

４比較審査

フランス

約４，４６０億円落札総額 約１７２億円４オークションスイス

約２．７兆円落札総額 約５．５兆円６オークションドイツ

約１．６兆円落札総額 約４．５兆円５オークション英国

2000年12月

2000年3月

2001年1月

2000年12月

2000年8月

2000年4月

免許時期
携帯電話事業売上

［２００１年度］
落札総額又は免許料

免許
枠

審査方式国名

約２，３５０億円免許料総額

約５８０万円

＋売上げの０．１５％

４比較審査

スウェーデン

約１．２兆円免許料総額

約６７６億円

４比較審査
スペイン

約１．２兆円免許料（２免許分）

（当初） 約１．２兆円

※後に減額

４比較審査

フランス

約４，４６０億円落札総額 約１７２億円４オークションスイス

約２．７兆円落札総額 約５．５兆円６オークションドイツ

約１．６兆円落札総額 約４．５兆円５オークション英国
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 こうした動きを受け、フランスにおいては、第 3 世代携帯電話にはオークシ

ョンを実施せず、政府による料額決定がなされたところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、英国では、第三世代携帯電話のほか、オフィス間を光ファイバ並みの

高速無線通信回線で結ぶ無線アクセスシステムについて、２０００年にオーク

フランスの例（電波の経済的価値を反映して政府が設定）

○ 算定要素
① マクロ指標（総人口、一人当たり国内総生産等) 
② 欧州各国の３Ｇ免許料（英・独の例を参考）
③ 周波数の帯域幅
④ 免許期間
⑤ フランスで３Ｇインフラ網を構築するための投資の現在価値 など

約６０００億円

２０００年４月、８月 英・独においてオークション実施

→ 第３世代携帯電話の免許料が高騰（１免許あたり概ね１兆円）

１．背 景

フランスは、第３世代携帯電話事業はオークション対象としない旨、決定

自国の国力を評価
↓

英国オークション結果を勘案

２．政府方針決定(2000.6)

３．当初の料額(2000.6)

約７５０億円＋売上げの１％

４．料額見直し(2001.9)

→政府により、以下の算定要素を勘案し、電波利用料額を設定

（→免許枠４に対し、２事業者のみ申請）

（→さらに１事業者が申請）［免許枠１は未割当］

英国及びドイツの第３世代携帯電話事業の現状

① サービスの実施状況（計１１事業者、実施から概ね４年経過）

大部分の事業者は未だサービスを開始しておらず、特にドイツの２事業者は
事業撤退（この１年間に２事業者が限定的にサービスを開始したのみ）

② 経済に及ぼした影響

・電気通信事業者の経営基盤が著しく悪化
・電気通信事業者の投資の縮減等により、メーカの経営基盤も著しく悪化

事 業 者 名 

2000.3.31 時点 

（オークション 

開始前） 

2001.12.31 時点 

（オークション実施

の翌年） 

現在 

（2004.2.1 時点） 

電気通信事業者    

 
ドイツテレコム 

Ａａ２ Ａ３ 

（４段階引下げ） 

Ｂａａ３ 

（７段階引下げ） 

 ブリティッシュ 

テレコム 

Ａａ１ Ｂａａ１ 

（６段階引下げ） 

Ｂａａ１ 

（６段階引下げ） 

メーカ    

 アルカテル 

（フランス） 

Ａ１ Ｂａａ１ 

（３段階引下げ） 

Ｂ１ 

（９段階引下げ） 

 エリクソン 

（スウェーデン） 

Ａ１ Ｂａａ１ 

（３段階引下げ） 

Ｂ１ 

（９段階引下げ） 
 

出典：ムーディーズ
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ションを実施した。英国全土を１４地域に分け、それぞれ３免許、合計４２免

許を対象としたものであるが、結果は、７地域で全く入札がないなど、落札は

１６免許のみにとどまった。未落札免許枠は、現在も同様の状況となっている。 

 

（２）米国におけるオークションの導入事例 

 米国においては、１９９４年７月より、電波有効利用の観点から、携帯電話

等競願処理手続が必要な免許について、オークションが導入された。 

 以降、２００４年２月までの約１０年の間、テレビ放送用周波数、ラジオ放

送用周波数を含む、多種・多様な用途の周波数ついて、計４９回のオークショ

ンが実施されており、落札総額は約４兆６０００億円に上っている。（ただし、

落札後、落札事業者の倒産等により、未払いとなったものも含まれる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）欧米型オークションの限界 

 欧米型オークション方式は、英・独等欧州における第３世代携帯電話の例に

見られるとおり、一旦免許料が高騰した場合には、 

 

オークション
終了時期

落札免許数 募集免許数 合計落札額

1 1995年3月 99免許 51地域×2ﾌﾞﾛｯｸ(A,B)（うち3免許は創始者優遇制度により先行配分） 7,721億円

2 1996年5月 493免許 493地域×1ﾌﾞﾛｯｸ(C:30MHz） 10,117億円

3 1996年7月 18免許 18地域（支払不能に陥ったCﾌﾞﾛｯｸ免許の再ｵｰｸｼｮﾝ） 995億円

4 1997年1月 1,472免許 493地域×3ﾌﾞﾛｯｸ(D,E,F) 2,769億円

5 1999年4月 302免許 Cﾌﾞﾛｯｸ(15MHz)133免許、Cﾌﾞﾛｯｸ(30MHz)106免許、Eﾌﾞﾛｯｸ6免許、Fﾌﾞﾛｯｸ2免許 454億円

6 2001年1月 422免許 Cﾌﾞﾛｯｸ(10MHz)312免許、Cﾌﾞﾛｯｸ(15MHz)43免許、Fﾌﾞﾛｯｸ67免許 18,543億円

合計 - 2,806免許 40,599億円

［第２世代携帯電話の事例］

オークション
終了時期

落札免許数 募集免許数 合計落札額

1 1997年4月 126免許 52大経済圏（ほぼ州に相当）×2ﾌﾞﾛｯｸ、12地方経済圏×2ﾌﾞﾛｯｸ 15億円

2 1998年3月 864免許 493地域×2ﾌﾞﾛｯｸ 637億円

3 1999年5月 161免許 Aﾌﾞﾛｯｸ121免許、Bﾌﾞﾛｯｸ40免許 49億円

4 2000年5月 2,173免許 175経済圏（大経済圏を2～4に分割）×14ﾌﾞﾛｯｸ 452億円

合計 - 3,324免許 1,153億円

［無線アクセスシステムの事例］

米国におけるオークションの実施状況（例）

（１ドル＝１１０円）

※支払不能に陥った免許について再オークションを実施（一部、周波数幅を細分化）

※

※

※
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 ア）国民へのサービスの遅延や人口カバー率の切り捨て、さらには、サービ

ス開始そのものが困難となる結果、 

 

 イ）国家の成長戦略産業であるＩＴ産業の衰退 

  

ウ）高額の免許料を徴収する場合、免許の有効期間は概ね２０年間となるな

ど、既得権益化が進み、将来的な電波の迅速な再配分に影響を及ぼすお

それ 

 

等の問題があり、結果的に電波の有効利用を著しく阻害することが想定される

ところである。 

 

 また、オークション方式は、免許の供給数が限られている免許形態において

のみ適用が可能であり、適用の範囲が限定的であるため、無線局全体に対して

共通の考え方として適用することは様々な無線局の用途を勘案すると困難な

状況にある。 

 

《欧米におけるオークションの現状》 

オークション導入の目的 米・英・独の現状等 

１ 電波の最適な配分 

 ・非効率使用の排除 

 ・早期のサービス開始 

落札額が高騰した場合、インフラ整備が遅延等し、 

① 英・独では第３世代携帯電話の全国的サービスは未開始。

 また、人口カバー率の緩和等を求める動きが見られる。 

 （不採算地域切り捨ての懸念が強い）。 

② 米では第２世代携帯電話のサービス未開始の地域が発生。

③ 免許の有効期間は概ね２０年間程度 

２ 公正かつ有効な競争

環境の整備 

① 免許手続きにおける透明性、公平性、迅速性は向上。 

② 落札額が高騰した場合、サービスの実施の遅延、脱落者

の出現、インフラの共有化等の動きが見られ、競争環境は

かえって悪化。 

３ 国家財政への貢献 ① 年金システムや国債償還への充当など、一時的かつ短期

的には国家財政に寄与。ただし、IT 不況の一因となったこ

とによる中・長期的な税収減の勘案が必要。 

② 独では、経営危機に瀕する一部の落札事業者に資金貸付

等、政府の支援措置の動き。 
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 以上の事情等を踏まえ、第一次報告書においては、電波の有効利用を図る観

点から、免許手続に市場原理を活用し、共通の考え方に基づき電波使用の対価

を徴収する場合には、オークション方式の市場原理活用方策としての利点を生

かしつつ、その有する危険性を克服する別の方策の検討が適当であるとし、市

場原理活用型比較審査方式（参考参照）の導入を提言しているところである。 
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【参考】電波有効利用政策研究会 第一次報告書（平成１４年１２月）より抜

粋 

市場原理活用型比較審査方式について 

① 電波の経済的価値に関する免許人の評価額は、必ずしも免許料という形をとらなくて

も、別の指標の設定も可能と考えられる。例えば、 

ア 人口カバー率の広さ 

現在、携帯電話事業では必要となる設備投資額等の費用も勘案し、不採算とされる地域に

おいては、事業者は、自らの意思では、そのサービスを行わない傾向にある。このため、

総務省では電波の利用による国民の利益を最大にする観点から、現在、国費から補助金を

給付し、そのサービス地域（人口カバー率）の拡大を図っている。 

そこで、例えば、免許人の選定手続きにおいて、事業者に今後の人口カバー率の向上計画

を提出させ、評価項目とすることにより、事業者は、電波の経済的価値を金額に置き換え

た上で、その範囲内で将来、人口カバー率を高めるために必要となる追加的な投資額等の

経費を踏まえて、人口カバー率の向上計画を総務大臣に提出することになる。これにより、

事業者の自発的な意思で人口カバー率の向上を図ることが可能となり、電波の有効利用が

図られるとともに、国費の支出の観点でも、メリットがあると考えられる。 

 

 

 

 

 

人口カバー率（設備投資額）を審査項目の一つとして、 
比較審査のなかで評価 

サービス地域の拡大は電波の有効利用を推進 

事業者は、設備投資額等の経費を勘案して対象地域決定 

事業者は電波の経済的な価値を評価して、人口カバー率（設備投資予定額）を決定 

採算地域                       不採算地域 
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イ 再配分費用に関する負担金額 

給付金を伴う再配分後の新たな電波利用の形態が専用である場合に、免許人の選定手続き

において、事業者に、再配分費用の負担額を申し出させ、これを評価項目とする。これに

より、電波利用料財源の充実を図り、電波の有効利用の一層の推進を図ることが期待でき

る。 

などに反映させることも可能である。これらの項目を事前に点数化して免許手続きにおけ

る評価項目とすることにより、市場原理の利点を活用することが可能である。   

 

このような指標を用いる場合、免許料の高騰によるサービス遅延・撤退や強い既得権の付

与につながるなどのおそれも小さく、オークションが有する大きな危険性を克服すること

も可能である。 

 

《新規免許人の費用負担》 

○ 電波を専用する形態（携帯電話等）の場合 

 

 

 

 

② また、最適な電波の利用者を選定するには、免許人の電波の経済的価値に関する評価

の高さだけではなく、事業計画の適切性や技術的能力の確保等の観点も重要である。し

たがって、免許方式としては、これらを総合的に審査項目とする比較審査方式が適当で

ある。この場合、免許手続きの透明性、公平性、迅速性等を確保する観点から、それぞ

れの審査項目について、事前に点数化して公表することが適当である。 

 

③ 以上の観点から、電波の利用形態を勘案して市場原理の活用が適当である場合には、

オークションではなく、市場原理活用型比較審査方式の導入が適当である。 

 

 

 

 

 

 

免許手続きの過程で新規免許人の申出額を評価・決定免許手続きの過程で新規免許人の申出額を評価・決定

電波利用料新規免許人の申出額（５割～１０割）新規免許人（５割）

免許手続きの過程で新規免許人の申出額を評価・決定免許手続きの過程で新規免許人の申出を評価・決定

電波利用料新規免許人の申出（５割～１０割）新規免許人（５割）

免許手続きの過程で新規免許人の申出額を評価・決定免許手続きの過程で新規免許人の申出額を評価・決定

電波利用料新規免許人の申出額（５割～１０割）新規免許人（５割）

免許手続きの過程で新規免許人の申出額を評価・決定免許手続きの過程で新規免許人の申出を評価・決定

電波利用料新規免許人の申出（５割～１０割）新規免許人（５割）
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３．政府が設定する電波の使用料 

 上述のとおり、欧米における一部の国では、特定の無線システムについてオ

ークション方式を採用し、免許人を選定している。しかしながら、先に述べた

ように、免許料の高騰によって、結果的に電波の有効利用が阻害されている事

態も発生しているところである。 

 一方、欧米ではオークション方式の導入を図りながら、電波の経済的価値を

認め、電波の量的要素及び地域、周波数帯における需要の程度等を勘案して政

府が価格設定を行い、その価格設定に基づく電波使用の対価徴収についても制

度的な導入が図られているところである。 

 そこで、次に、政府による価格設定に基づく電波使用の対価の徴収を実施し

ている事例として英国、フランス、オーストラリアの制度の概要について紹介

することとする。さらに、第３世代携帯電話の免許付与にあたって、上限を設

定した出捐金を活用した韓国の制度についても紹介する。 

 

３－１．英国 

 英国では、電波の有効利用を図るため、政府は免許人から、電波使用の対価

として「無線電信免許料」を徴収している。 

「無線電信免許料」は、徴収区分（移動通信、固定通信等）に応じて、政府が

料額の単価を定め、周波数帯及び地域に応じた混雑の度合い、無線局が利用す

るエリアの広さ等を勘案して、料額を算定することとしている。 

 詳細については、以下のとおりである。 

 

（１）徴収費用 

 電波の効率的かつ効果的な利用を確保するため、電波使用の対価として「無

線電信免許料」を徴収。 

 

（２）免許期間 

 免許の有効期間は、通常１年。免許料の支払いを条件として、事実上自動更

新される。（だたし、オークション方式を実施した第３世代携帯電話免許は２

０年。） 

 

（３）徴収区分及び料額の算定方法 

 ① 移動通信 

 移動通信の場合、政府が定める料金単位(Spectrum Tariff Unit:STU)に周
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波数帯、帯域幅、地理的要素、用途を勘案し、料金を算定することとしてい

る。 

 

免許料＝〔定数〕×〔周波数帯〕×〔帯域幅〕×〔地理的要素〕×〔用途〕 

 〔定数〕：政府が定める 1km2をカバーする 1MHz の料金（約 300 円） 

 〔周波数帯〕：技術的特性と周波数帯における混雑の度合い 

 〔地理的要素〕：エリアの広さと地理的な混雑 

 

〈専用業務無線(PBR)における地理的混雑勘案の例〉 

「非常に混雑している」地域：セントラルロンドン 

「混雑している」地域：バーミンガム、マンチェスター、リバプール 

「混雑していない」地域：残りのエリア 

 ⇒ それぞれの地域の PBR チャンネルの料金の比率を 4:2:1 と設定 

 

 ② 固定通信 

 固定通信の場合、政府が定める固定回線用の参照料金に周波数帯、帯域幅、

地理的要素、使用技術を勘案し、料金を算定することとしている。 

 

 免許料＝〔定数〕×〔周波数帯〕×〔帯域幅〕×〔地理的要素〕 

×〔使用技術〕 

 〔定数〕：政府が定める固定回線用の参照料金（約 17 万円） 

 〔周波数帯〕：技術的特性と周波数帯における混雑の度合い 

 〔地理的要素〕：回線の距離と地理的な混雑 

 〔使用技術〕：効率的技術利用を促すための機器及びアンテナの効率等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯域幅地理的要素

固定マイクロ無線（例）

周波数帯

混雑地域

非混雑地域

15MHz以下

15-30MHz

30-90MHz

3.6-4.2GHz

5.925-6.425GHz

7.425-7. 9GHz

12.75-13.25GHz

使用技術

最先端
技術

普及
技術

単価

74万円

×

回線数

１４回線×0.75

料金

７７２万円

※４GHz帯（600MHz幅）固定局

に適用した場合の算出例
勘案要素

《経済的価値を反映した使用料の徴収》

帯域幅地理的要素

固定マイクロ無線（例）

周波数帯

混雑地域

非混雑地域

15MHz以下

15-30MHz

30-90MHz

3.6-4.2GHz

5.925-6.425GHz

7.425-7. 9GHz

12.75-13.25GHz

使用技術

最先端
技術

普及
技術

単価

74万円

×

回線数

１４回線×0.75

料金

７７２万円

※４GHz帯（600MHz幅）固定局

に適用した場合の算出例
勘案要素

《経済的価値を反映した使用料の徴収》
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 ③ 衛星 

 衛星の場合、無線局の種別によって政府が定める料金単位に帯域幅、地理

的要素、伝送経路の数を勘案して料金を算定する場合と端末数のみを勘案し

て料金を算定する場合がある。 

 

ア 地球局 

免許料＝〔定数〕×〔帯域幅〕×〔地理的要素〕×〔地球局･衛星･

伝送経路の数〕 

 〔地理的要素〕：カバーするエリアの広さ 

 

イ VSAT（超小型地球局） 

 免許料＝〔定数〕×〔地球局の数〕 

 

 ④ 放送 

 放送については、カバー人口１０万人を課金単位として無線電信免許料が

算定されている。なお、放送局からの徴収には料額を減額する措置も講じら

れている。これは、商業ＴＶ局から、無線電信免許料とは別に、放送事業免

許料（約５３８億円）を徴収しているためである。 

 

 

 ３－２．フランス 

 フランスでは、免許人が電波使用の対価として「周波数使用料」を、政府が

電波管理を行うために必要となる費用として「周波数管理料」を徴収している。 

「周波数使用料」は、徴収区分（固定公衆通信等）に応じて、政府が料額の単

価を定め、周波数帯及び地域に応じた混雑の度合い、無線局が利用するエリア

の広さ等を勘案して、料額を算定することとしている。 

「周波数管理料」は、徴収区分により、一定額を徴収するか、無線局もしくは

回線を単位として、その数に応じた費用を徴収している。 

詳細については、以下のとおりである。 

 

（１）徴収費用 

   電波使用の対価として「周波数使用料」、電波行政経費として「周波数

管理料」を徴収。 
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（２）免許期間 

  ① 公衆系通信ネットワーク（移動通信、電気通信業務用固定局等） 

    １５年（ただし、第３世代携帯電話については２０年） 

  ② 独立系通信ネットワーク（タクシー無線、市町村行政無線等） 

    １０年（ただし、私的ネットワークは５年。公募・比較審査を実施し

たものは１５年。） 

 

（３）徴収区分及び料額の算定方法（以下は「周波数使用料」の場合） 

  ① 固定公衆通信 

 固定公衆通信の場合、徴収総額を元に政府が定める定数を基準に、周波

数帯、帯域幅、地理的要素を勘案し、料金を算定することとしている。 

 

  免許料＝〔定数〕×〔周波数帯〕×〔帯域幅〕×〔地理的要素〕 

  〔定数〕：財政上の要素も勘案してアレテ（省令）で定める料金 

  〔周波数帯〕：技術的特性 

  〔地理的要素〕：エリアの広さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 移動公衆通信 

    移動公衆通信の場合、通信大臣及び財政担当大臣が省令で決定する。 

 

  ③ 公衆通信以外の専用回線 

 公衆通信以外の専用回線の場合、地理的要素、回線の形態によって料金

を算定することとしている。 

 

×

固定マイクロ無線（例）

14MHz-28MHz

28MHz-56MHz

56MHz以上

帯域幅周波数帯

1.0—10.0GHz

10-20GHz

20-30GHz

30GHz超

単価

８４万円

×
回線数

１４回線×0.87

勘案要素

料金

１０２５万円

徴収総額
(42億円）

※固定局、レーダ等
から徴収

～４GHz帯（600MHz幅）固定局に適用した場合の算出例～

《経済的価値を反映した使用料の徴収》

×

固定マイクロ無線（例）

14MHz-28MHz

28MHz-56MHz

56MHz以上

帯域幅周波数帯

1.0—10.0GHz

10-20GHz

20-30GHz

30GHz超

単価

８４万円

×
回線数

１４回線×0.87

勘案要素

料金

１０２５万円

徴収総額
(42億円）

※固定局、レーダ等
から徴収

～４GHz帯（600MHz幅）固定局に適用した場合の算出例～

《経済的価値を反映した使用料の徴収》
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 免許料＝〔定数〕×〔地理的要素〕×〔回線の形態〕 

 〔地理的要素〕：回線の距離 

 〔回線の形態〕：①一方向通信及び双方向通信 

②固定－固定間通信、固定－移動間通信又は移動－移

動間通信 

 

  ④ 放送 

 放送局については、「周波数使用料」及び「周波数管理料」の徴収は免

除となっている。但し、原本がフランス語の映画及び視聴覚作品制作振興

支援のための財源として、ＴＶ局から目的税等（約３８０億円）が徴収さ

れている。 

 

 ３－３．オーストラリア 

 オーストラリアでは、電波の有効利用を促進するため、電波使用の対価とし

て「スペクトル接続税」を、政府が電波管理を行うために必要となる費用とし

て「スペクトル維持要因分」を徴収している。 

 「スペクトル接続税」は、徴収区分（移動等）に応じて、政府が料額の単価

を定め、周波数帯、帯域幅、地理的要素（使用場所、サービス範囲）を勘案し

て、料額を算定することとしている。 

 「スペクトル維持要因分」は、「スペクトル接続税」に一定比率を乗算し、

算定することとしている。 

 詳細については、以下のとおりである。 

 

 （１）徴収費用 

 電波の有効利用を促進するため、電波使用の対価として「スペクトルア

クセス税」、電波の管理等に伴う費用として「スペクトル維持要因分」を

徴収。 

 

 （２）免許期間 

    免許の有効期間は、最大５年（ただし、排他的利用の場合は１５年）。 

 

 （３）徴収区分及び料額の算定方法（以下は、「スペクトルアクセス税」の場

合。） 

 固定通信、移動通信、その他の場合について、政府が定める料金単位に
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周波数帯、帯域幅、地理的要素を勘案して、料金を算定することとしてい

る。 

  

免許料＝〔定数〕×〔周波数帯〕×〔帯域幅〕×〔地理的要素〕×〔用途〕 

〔周波数帯〕：技術的特性と周波数帯における混雑の度合い 

〔地理的要素〕：エリアの広さと地理的な混雑（全土、高密度、中密度、低密度） 

〔用途〕：無線システム毎（移動、固定、その他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－４．韓国 

 韓国では、「電波管理に必要な経費と電波振興に充てるため」として導入さ

れた電波利用料とは別に、電気通信事業者や放送事業者が周波数割当てを受け

る際の周波数割当代金が、出捐金として徴収されている。この出捐金の料額は、

政府が示す範囲内で割当て申請者が申請時に提示し、その金額の多寡が免許審

査の評価項目となる。 

 具体的には、２０００年から２００１年に行われた第３世代携帯電話の事業

者選定において、１免許あたり約１０００～１３００億円の範囲で、出捐金の

申請が受け付けられ、総額約３７５０億円の出捐金が徴収されることとなった。 

〈例〉5.0-8.5GHzの周波数帯を利用する固定通信(1対1)等に適用されるの年間ライセンス料金（豪ﾄﾞﾙ、1豪ﾄﾞﾙ＝約78円）

地理的位置

26 . 24
26 . 24
26 . 24
26 . 24
32 . 24

116 . 08
270 . 85
567 . 50

1, 031 . 83
3, 224 . 46
9, 028 . 48

26 . 24
26 . 24
26 . 24
26 . 24
70 . 84

255 . 03
595 . 06

1, 246 . 79
2, 266 . 89
7, 084 . 03

19 , 835 . 29

26 . 24
26 . 24
26 . 24
42 . 60

152 . 14
547 . 69

1, 277 . 94
2, 677 . 59
4, 868 . 34

15 , 213 . 57
42 , 597 . 99

26 . 24
26 . 24
77 . 67

230 . 39
822 . 82

2, 962 . 16
6, 911 . 71

14 , 481 . 68
26 , 330 . 32
82 , 282 . 25

230 , 390 . 31

0-18kHz
>18-36kHz
>36-200kHz
>200-500kHz
>500-2,000kHz
>2-7MHz
>7-14MHz
>14-30MHz
>30-50MHz
>50-200MHz
>200MHz

低密度地域中密度地域高密度地域全土
利用する帯域幅

地理的位置

26 . 24
26 . 24
26 . 24
26 . 24
32 . 24

116 . 08
270 . 85
567 . 50

1, 031 . 83
3, 224 . 46
9, 028 . 48

26 . 24
26 . 24
26 . 24
26 . 24
70 . 84

255 . 03
595 . 06

1, 246 . 79
2, 266 . 89
7, 084 . 03

19 , 835 . 29

26 . 24
26 . 24
26 . 24
42 . 60

152 . 14
547 . 69

1, 277 . 94
2, 677 . 59
4, 868 . 34

15 , 213 . 57
42 , 597 . 99

26 . 24
26 . 24
77 . 67

230 . 39
822 . 82

2, 962 . 16
6, 911 . 71

14 , 481 . 68
26 , 330 . 32
82 , 282 . 25

230 , 390 . 31

0-18kHz
>18-36kHz
>36-200kHz
>200-500kHz
>500-2,000kHz
>2-7MHz
>7-14MHz
>14-30MHz
>30-50MHz
>50-200MHz
>200MHz

低密度地域中密度地域高密度地域全土
利用する帯域幅

（高密度地域：シドニー、メルボルン、ブリスベン；　中密度地域：アデレード、パース、ニューカッスル；　低密度地域：その他）
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周波数割当の際に徴収された出捐金は、特定財源としての性格を有する「情

報化促進基金」へ繰り入れられる。情報化促進基金は、周波数割当代金の他、

政府の補助金や政府が保有する株式の配当金などが財源となっている。こうし

て収納された基金は、政府が策定する情報化促進基本計画（５年単位）に基づ

いて実施される政策のうち、超高速情報基盤の構築及び利用活性化、公共･福

祉分野の情報化促進、情報通信関する研究開発、放送分野の研究開発及び支援

などに関わる支援事業のために運用される。 

 

《情報化促進基金の概要》 

 

 

 

 

 

 

 

  

○超高速情報通信基盤の構築、情報通信に関する研究開発事業等への支援を目的として、
１９９６年に設立

○２００１年度から、第３世代携帯電話事業者の出捐金を活用（２００１年度 約１，３００億円）

《収支規模（２００１年度）》

（収入） 約 ４，１３７億円（うち出捐金 約１，３００億円）

（支出） 超高速情報通信基盤の構築支援 約３３４億円

情報通信研究開発支援 約１，００４億円 等

（１） １９９１年 電波管理及び電波振興費用に充てるため、電波利用料を導入

（２） ２０００年 経済的価値の高い周波数帯域等（携帯電話事業等）について、

電波利用料に加えて、事業者の申し出による出捐金制度を導入

（１） １９９１年 電波管理及び電波振興費用に充てるため、電波利用料を導入

（２） ２０００年 経済的価値の高い周波数帯域等（携帯電話事業等）について、

電波利用料に加えて、事業者の申し出による出捐金制度を導入

韓国の電波利用料制度の沿革と概要

第３世代携帯電話

１ 政府が示す金額の範囲内で出捐金を支払うことが必要
［２０００年１２月の免許の場合、約１０００～１３００億円］

※上限額の設定の考え方
フランスの第３世代携帯電話の免許料（６，０００億円）を基に、ＧＤＰ、人口、帯域幅等を

考慮して算定

２ 申請時に申し出た出捐金の多寡は、免許審査時の評価項目
［申出額が上限額（１３００億円）の場合は２点、下限額の場合は０点］

※その他の審査時の評価項目（合計１００点）
・ サービス提供計画の妥当性（２０点）
・ 財政的能力（１５点）
・ 技術開発の優秀性（２０点） 等

３ 免許の付与状況（出捐金総額 約３，７５０億円）

２０００年１２月 ２事業者（出捐金総額 約２，６００億円）
２００１年 ８月 １事業者（出捐金 約１，１５０億円）
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 このように、政府が経済的価値を勘案して電波使用の対価の料額を算定して

いる国では、その料額を政府が適切な水準に定めることにより、電波の有効利

用の促進を図ることとしている。 

 

 

（参考）諸外国における国・地方公共団体に対する減免措置 

  我が国の現行電波利用料制度においては、国及び地方公共団体に対して、

電波利用料の徴収を減免する特例措置が講じられている。 

  同様に諸外国においても、国・地方公共団体に対し電波利用料の徴収を減

額ないし免除する措置を講じている例がある。 

 

《諸外国における国・地方公共団体に対する電波利用料の特例措置》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徴収
（電波管理費用分のみ徴収）

徴収
（電波管理費用分のみ徴収）

ドイツ

免除（消防・水防用）

２分の１に減額（防災行政無線）
免除

日本

２分の１に減額免除フランス

徴収
（官民区別なし）

徴収
（官民区別なし）

英国

免除免除
米国

韓国

地方公共団体国

徴収
（電波管理費用分のみ徴収）

徴収
（電波管理費用分のみ徴収）

ドイツ

免除（消防・水防用）

２分の１に減額（防災行政無線）
免除

日本

２分の１に減額免除フランス

徴収
（官民区別なし）

徴収
（官民区別なし）

英国

免除免除
米国

韓国

地方公共団体国



 - 29 -

第２章 電波利用料見直しの背景 

 第１節 料額の算定方法 

①  電波の有効利用を図るため、従来から、周波数の移行措置をはじめ、デジタ

ル化や、ナロー化等の電波有効利用技術導入に努めてきているが、当研究会の

累次報告書を踏まえ、本年５月には、迅速な電波の再配分を実施するための給

付金制度の導入や、自由な事業展開を推進するための電波登録制度の一部導入

などを柱とする電波開放戦略を実現するための電波法の改正案が国会で成立し

た。 

（参考）電波法改正（平成 16 年 5 月 19 日公布）の概要 

・ 電波の迅速な再配分を行うための給付金制度の導入 
 
～平成 16-17 年度は、東名阪の３大都市圏において、4.9-5.0GHz の

1MHz幅につき、固定マイクロ局を使用する既存免許人を立ち退かせ、

屋外利用可能な高出力無線 LAN に割り当てることとした。 
 

・ 電波ビジネスの自由な事業展開を推進するため、免許制に代えて、登録

制の一部導入 
 

～高出力の屋外無線 LAN などのベストエフォート型の無線サービスに

ついて、キャリアセンス機能等により同一システム内で混信の恐れを

技術的に回避していることに着目して、事前審査による免許制から事

後チェック型の登録制度に規制緩和 

②  今後、電波開放戦略の着実な推進が必要であるが、電波の有効利用を一層推

進する観点から、諸外国の電波利用料制度を参考として、政府が電波利用者か

ら電波の経済的価値を勘案した使用料を徴収することにより市場原理が機能し、

電波の有効利用の一層の促進を促すとともに、より優れた技術やより良いサー

ビスを提供しようとする者の電波利用が促進されるとの意見がある。 

③  また、電波利用共益費用を、原則無線局数で均等負担する現行電波利用料制

度では、携帯電話に代表されるように、一定の帯域幅の中で電波の有効利用に

努め、収容無線局数を増加すればするほど、電波利用料の支払額が増加し、電

波有効利用のインセンティブを阻害していることを是正すべきとの意見もある。 
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④  さらに、電波の有効利用を推進しつつ、電波利用料負担の公平性を確保する

観点から、現在、通常の電波利用料の負担を免除されている免許不要局の扱い

や、国、地方公共団体に対する減免措置などについても見直すべきとの意見が

ある。 

⑤  こうした様々な見解を踏まえつつ、今回、電波の有効利用の促進と電波利用

料負担の公平性の確保を図る観点から、料額の算定方法について見直すもので

ある。 

（参考）国会での電波法審議時の附帯決議（衆議院 4月 13 日、参議院 5月 11 日） 

「電波利用料制度については、制度創設時に比べて電波利用をめぐる環境が

大幅に変化していることにかんがみ、電波利用の拡大や利用形態の動向等

を踏まえ、電波の経済的価値を反映することも含め電波利用料の新たな算

定方法等その在り方について早急に結論を得ること。」 

第２節 電波利用料の使途のあり方 

①  序章で述べたとおり、電波行政の基本理念は、電波法第１条において「電波

の公平かつ能率的な利用を確保することによって、公共の利益を増進すること」

と表現されている。また、その目標は、電波利用を通じた国民生活の向上・充

実と、ワイヤレス産業の発展を通じた日本経済の再生・発展にあり、この目標

の下、今日の電波行政事務は、大きく、「電波の安定的な利用の確保」、「有限な

電波資源の効率的運用」及び「電波利用の普及・高度化」の３つに分けられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

電波行政の視点と費用負担の現状

電波の安定的な利用の確保

有限な電波資源の効率的利用

（例） ・電波監視
・無線局データベース運用

（例） ・ナロー化技術の開発
・未利用周波数帯域の開発

（例） ・ＩＴＳの利活用の促進
・格差の是正

電波利用者が負担（電波利用料）

一般国民が負担 （税）

《現在の費用負担》《電波行政事務》

電波利用者が負担（電波利用料）a) 現在の電波利用者に受益

b) 将来の電波利用者に受益

（例） ・技術試験事務
・アナアナ変換

２

一般国民が負担 （税）

１

３ 電波利用の普及・高度化
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②  「電波の安定的な利用の確保」のためには、電波利用料財源を用いて、電波

監視や無線局データベースの運用等が行われており、これは電波利用社会発展

のための恒常的事務として位置づけられる。他方、「有限な電波資源の効率的な

運用」や「電波の利用の普及・高度化」については、ユビキタス社会の実現を

図るための戦略的な事務であり、時宜に応じてメリハリのある政策展開が求め

られている。特に、後者については、２０１３年には９２兆円の市場へと成長

が期待されるワイヤレス産業の発展のためには、短期的な視点ばかりでなく、

中長期的な視点も交えた戦略的な展開が必要不可欠であり、具体的には電波有

効利用のための研究開発の充実・強化を図ることが喫緊の課題との主張がある。 

③ 現在は、電波有効利用のための研究開発のうち、現在の電波利用者に受益のあ

る実用化段階の研究開発については、技術試験事務として、電波利用料を用い

て行われている。他方、未利用周波数帯域の開発等、将来の電波利用者に受益

があると考えられる基礎的研究開発は、一般財源による研究開発が行われてい

る。上記の視点からは、こうした一般財源による研究開発に加え、電波利用料

を活用して、ユビキタス社会実現のための研究開発の充実・強化を図るべきと

の主張がなされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.5

1.6
23.4

9.9
9.7

28.3

25.8

37.8

0

20

40

60

80

100
（兆円）

2000年 2008年 2013年

2000年
約19兆円

2008年
約43兆円

2013年
約92兆円

○携帯電話／放送事業者
○関連メーカ
○コンテンツ制作業
○モバイルEC など

○セキュリティ
○航空／船舶／鉄道輸送

など

○流通 ○教育
○医療 ○介護・福祉
○出版 ○ゲーム

○建設 など

潜在的電波利用産業潜在的電波利用産業

電波利用産業電波利用産業

電波コア産業電波コア産業

電波利用関連分野の市場規模の拡大

出展：「中長期における電波利用の展望と行政が果たすべき役割－電波政策ビジョン－」（平成15年7月30日情報通信審議会答申）
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④  また、「電波の利用の普及・高度化」の観点からは、市場活動のみに任せたの

では電波利用の恩恵を享受できない少数の国民が存在する点に関して、国民共

有の資源である電波利用の便益が広く国民全体に及ぶような施策が求められて

いる。例えば、地理的なデジタルディバイドの解消の一層の推進を図るため、

現行の一般財源による補助金に加えて、電波利用料を活用することが必要との

意見がある。 

 

⑤  さらに、電波利用料を財源とした行政事務の効率化努力も重要である。 

 以上のとおり、現行の電波利用料制度については料額算定方法及び使途の両面から

検討する必要が生じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 益 費 用 を 賄 う た め 、 無 線 局 免 許 人 等 が 、 原 則 均 等 負 担

電波利用料制度の現状と課題
現行制度

【参考】電波利用料の定義 （電波法第１０３条の２ 第２項より）
「電波利用料」とは、次に掲げる事務（下記参照）その他の電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接
の目的として行う事務の処理に要する費用の財源に充てるために、免許人又は免許不要局の開設者等（※）が納付すべき金銭。

（※） 免許不要局のうち、電気通信事業者等が提供するサービスに係るものについては、当該電気通信事業者等が負担。
その他の免許不要局（情報家電など）については、技術基準適合証明を貼付したメーカが負担。

［現在の電波利用共益事務］
①電波監視 ②無線局データベースの運用 ③実用化段階の研究開発（技術試験事務） ④アナアナ変換に係る給付金支給
⑤電波再配分に係る給付金支給 ⑥その他（遮蔽対策等）

◆経済的価値の導入の適否

・共益費用概念の見直し

・使用料制度の導入

・算定要素として、量的要素（帯域幅、出力）、地域性等を勘案

◆納付義務者の特例措置の見直しの適否

・国、地方公共団体の扱い

・免許不要局の扱い

→本年度法改正により、電波利用料を納付する者は、従来の無線局免許人
から、免許不要局（電気通信事業者又はメーカ）に拡大。（下記参考参照）
但し、電波再配分に係る追加的電波利用料に限る。

検討
課題 ◆ 共益費用を超え、電波利用料の

使途の拡大の適否

・電波資源拡大のための研究開発

・ユビキタス社会実現に向けた対策

◆ 現行の電波行政費用の効率化
努力
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第３章 新たな電波利用料制度のあり方 

第１節 基本的な考え方 

① 新たな電波利用料制度の性格については、当初、現行の電波利用共益費用（手

数料）としての性格を維持すべきとの意見と、電波の経済的価値を勘案した使用

料の概念を導入し、電波の有効利用を促進すべきとの意見に大きく分かれていた。

前者を追求した制度をモデル１、後者を追求した制度をモデル２とすると、それ

ぞれ以下のような整理となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．モデル１の概要 

モデル１の考え方は、電波利用料の徴収の目的を、電波監視等、無線局全体の受

益を直接の目的として行う行政事務に係る経費（電波利用共益費用）について、そ

の受益者である免許人に対して負担を求めるものである。 

この場合の電波利用料は、電波監視等のサービスの反対給付として徴収されるも

のであり、手数料的な性格を有するものである。 

ただし、通常手数料とは「国若しくは地方公共団体又はこれらの機関が他人のた

めに行う公の役務に対し、その費用を償うため、又は報償として徴収する料金」を

いうとされている。 

モデル１
手数料［共益費用］

モデル１
手数料［共益費用］

モデル２
使用料［公物占用料等］

モデル２
使用料［公物占用料等］

① 基本的な考え方

・共益費用を免許人の受益又は原因の程度を勘案して
配分。現行では、電波監視等による各免許人の受益
の程度は原則、等しいとして算定

② 検討課題

・電波の量(帯域幅や使用地域)の勘案の適否

① 基本的な考え方

・共益費用を免許人の受益又は原因の程度を勘案して
配分。現行では、電波監視等による各免許人の受益
の程度は原則、等しいとして算定

② 検討課題

・電波の量(帯域幅や使用地域)の勘案の適否

○専ら無線局免許人全体の共益事務に限定
○専ら無線局免許人全体の共益事務に限定

３使途３使途

① 基本的な考え方

・市場メカニズムに基づく価格を勘案
・電波の量や需要が主たる勘案要素

② 検討課題

・負担増による電波利用の衰退懸念
・インセンティブが働かない無線システム等の扱い

① 基本的な考え方

・市場メカニズムに基づく価格を勘案
・電波の量や需要が主たる勘案要素

② 検討課題

・負担増による電波利用の衰退懸念
・インセンティブが働かない無線システム等の扱い

○電波利用社会に寄与する行政費用の範囲内で検討
○電波利用社会に寄与する行政費用の範囲内で検討

３使途３使途

電波利用共益費用の負担 電波有効利用インセンティブ

≪欧米の現状≫≪我が国の現状≫

１目的１目的

２負担方法等２負担方法等 ２負担方法等２負担方法等

電波利用料のあり方に関するモデル

１目的１目的

・国及び地方公共団体に対する特例措置の扱い
・免許不要局の扱い

・国及び地方公共団体に対する特例措置の扱い
・免許不要局の扱い

共通の課題
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ここで「他人のために行う」とは、特定の者に対するサービスの提供を指すと考

えられるが、電波監視等は特定の免許人を対象に行うのではなく、免許人全体の利

益のために行うものであることから、電波利用料はいわば広義の手数料と位置づけ

られる。 

いずれにせよ、現行の我が国の電波利用料はモデル１に相当する。 

なお、現行の電波利用料制度導入時の整理によれば、電波利用共益費用以外の電

波利用者に利益のある国費支出については、国民全体で負担すべきものであるとし

て、一般財源（税）で負担すべきものとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  モデル１における電波利用料の算定の基本的な考え方は、電波利用共益費用の総

額を各免許人の受益又は原因の程度を勘案して配分するものである。 

現行の我が国の電波利用料においては、電波監視等に係る費用については、無線

局１局ごとに均等に負担することとされている。これは、無線局の不適正な運用や

違法な無線局の出現等は直ちに多くの無線局に混信等を与えることから、電波監視

モデル１（電波行政費用の財源）

電波利用共益事務による受益等に応じた負担

電波利用共益費用

（無線局全体に利益のある国費支出）

電波行政費用（電波利用者に利益のある国費支出）

導入時（平成５年）
の整理 無線局免許人

現在（平成１５年）
・負担の公平性が課題

・電波利用者が負担すべき行政費用をどのように電波利用者間で配分するか

論点

国民全体

モデル１

１０年間

電波利用者が負担すべき費用の範囲
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等を実施して、こうした不適正又は違法な無線局等による混信等を防止することは、

免許人全体に等しい利益をもたらすとの考え方によるものである。 

一方、総合無線局監理システムの管理に要する費用の一部については、その費用

の総額が入力するデータ量に応じて決まることから、個々の無線局の負担すべき額

は、入力するデータ量に応じた額とされている。 

 

モデル１における電波利用料の使途については、電波利用共益費用の費用負担を

免許人に求めるものであることから、その使途は電波利用共益事務、つまり、既存

の無線局免許人全体に受益が及ぶ電波監視や総合無線局監理システム等に限定さ

れている。 

 

２．モデル２の概要 

モデル２の考え方は、電波利用料の徴収の目的を、経済的な価値を反映した適正

な価格を課すことにより、電波の有効利用のインセンティブとするものである。経

済的価値を反映した電波利用料を課すことによって、非有効利用の自発的退出を促

し、また広く優れた技術やサービスを有する者の新規参入を促進することで、電波

の有効利用を図ることが可能になる。 

これにより、増大する電波需要に適切に対応することによって、電波利用の多様

化、国民生活への浸透を図り、ユビキタスネットワーク社会の実現を目指すととも

に、電波利用ビジネスの拡大を促し、ワイヤレス産業の発展を実現することによっ

て、ひいては豊かで夢のある活力に満ちた日本の未来像の実現を目指すものである。 
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② 経済的価値の徴収による電波の有効利用 

 

電波の経済的価値を徴収することの目的の１つは、それにより電波の有効利用

を図ることであるが、次の図は、これを簡単なモデルで示したものである。 

  図は、２つの事業者Ａ、Ｂの間で、総量２０単位の電波資源を配分し、それぞ

れ配分された電波資源を用いて収益を上げる場合を想定している。事業者Ａ、Ｂ

が、電波資源１単位を用いて上げる収益は、それぞれの収益率曲線（A1-A2、B1-B2）

で表されるものとする。 

電波使用の対価を徴収しない場合、先に免許を受けたＢは自らの収益を最大化

することができるよう、１５単位の電波資源を使用する。その結果、Ａに配分可

能な電波資源は５単位となり、両者の収益の合計は１０２５にとどまる。一方、

電波使用の対価を徴収する場合、Ｂには徴収される額を下回る収益しか上げられ

ない分の電波資源を削減するインセンティブが働く。これによって、Ａに電波資

源を配分することが可能となり、両者の収益の合計を増加させることができる。

Ａ、Ｂの収益の合計が最大（＝１２０５）となるのは、Ａに１１単位、Ｂに９単

モデル２（電波の経済的価値）

電波利用の多様化、
国民生活への浸透

ユビキタス社会
の実現

ワイヤレス産業
の発展

電波利用ビジネス
の拡大

携帯電話、無線ＬＡＮ
等の発展

電波の逼迫状況の
深刻化

豊かで夢のある
活力に満ちた
日本の未来像

日本経済の
再生・発展

情報家電等小電力
無線システムの発展

国民生活の
向上・充実

①快適で質の高い国民生活の実現
②産業経済活動の活性化
③安全で災害に強い社会・国土の形成
④地域の活性化

①電波有効利用技術開発の推進
②電波の再配分の実施

③市場原理の活用による非有効利用の
自発的退出（経済的価値の徴収）

従来の電波利用の目的

新たな電波需要への対応
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位配分されるときで、このとき、電波資源が最も効率的に配分されていることと

なる。 

このように、電波の経済的価値の徴収により、非効率的な電波利用からより効

率的な電波利用への移行が進み、有限な電波の有効利用が図られると期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

電波の経済的価値の徴収により、電波の有効利用が図られることを、より具体的な

例に即して示すと以下のとおりである。 

 

例１：マイクロ波固定局の電波利用 

  現行の電波利用料制度においては、マイクロ波固定局に係る電波利用料は、他の

無線局と同様、局単位で課金がなされている。 

  もしこれに、使用する電波の周波数帯域幅単位の課金がなされるとすると、マイ

クロ波固定局利用者には、使用帯域幅を圧縮して電波利用料の負担を軽減しようと

するインセンティブが働く。それにより、新たに空いた帯域を、他の電波利用の用

途（携帯電話等）に振り分けることも可能になる。 

電波資源の効率的配分

前提条件
① 事業者ＡとＢが電波資源だけを用いて収益をあげていると仮定。
② 事業者ＡとＢの収益率（電波１単位あたりの収益）がそれぞれA1-A2、B1-B2
で表せるとする。

電波資源の総量

電波資源

収益率

11
Ａに配分

9
Ｂに配分

最適な配分(収益計=1205)

非効率な配分(収益計=1025)

パレート改善

Ａの収益率曲線

Ｂの収益率曲線

最適な
均衡点

電波資源の総量

5
Ａに配分

15
Ｂに配分

収益率

電波資源

Ａの収益 Ｂの収益

Ａの収益率曲線

Ｂの収益率曲線

A1

20

B1 
90

B2

A1
80

A2
B2

B1
90

80

36

A211

5
20

Ａの収益
=638

Ｂの収益
=567

Ａの収益

=350 Ｂの収益
=675180

60
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  また、そのマイクロ波固定局に対し、経済的価値を反映した電波利用料額が設定

されるならば、電波による通信を、自発的に光ファイバー等他の通信手段で代替さ

せるインセンティブが働くと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 例２：レーダ（無線航行局等）の電波利用 

  現在、１局当たり、比較的広い帯域幅を使用しているレーダーの電波利用につい

ても、マイクロ波固定局の場合と同様に、使用する帯域幅単位の課金がなされるこ

とによって、使用する帯域幅を圧縮するインセンティブが働く。その結果として、

空いた周波数帯域を、他の電波利用の用途に配分することで、携帯電話等のサービ

ス拡大が可能になる場合が想定される。 

 

 

 

 

 

 

経済的価値の徴収が有効利用につながる場面①

５０ｋｍ

５ＧＨｚ帯

マイクロ波固定局の利用形態例マイクロ波固定局の利用形態例

現在の電波利用料（マイクロ波固定局） 年間 16,300円／局

○ 例えば、帯域幅を勘案すると・・・

○ 例えば、経済的価値を勘案すると・・・

６００ＭＨｚ（帯域幅）

空いた３００ＭＨｚ

携帯電話等

空いた６００ＭＨｚ

携帯電話等

マイクロ波固定局
利用者

３００ＭＨｚ（帯域幅）

周波数を半分にして有効に使おう！

光ファイバーを使おう！

＜３００ＭＨｚ＞
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例３：周波数の死蔵の防止 

  現行の電波利用料制度においては、周波数を確保しても、電波利用料の徴収は無

線局単位で行われるため、周波数の割当を受けた事業者は、たとえ周波数を未利用

のまま放置したとしても、電波利用料を支払う必要はない。そのため、確保した周

波数を有効に活用しようとするインセンティブは働かないこととなる。 

  その結果、その周波数を利用したサービスが開始されず、貴重な周波数資源が利

用されないまま、死蔵されてしまうことも懸念されるところである。 

  一方、電波の経済的価値を反映し、帯域単位の電波利用料の徴収が行われる場合、

事業者は割当を受けた周波数に対して、その使用の対価を支払う必要があるため、

早期にサービスを開始するか、あるいは不要な周波数は国に返還するといった、電

波の有効利用のインセンティブが働くこととなる。 

  なお、免許等で一旦割り当てられた周波数について、免許人等が長期間（６箇月

以上）使用していない実態が認められると、総務省として、電波法上その免許等を

取り消すことも可能である。 

  ただし、こうした強い行政処分を発動せずとも、免許人の自発的なインセンティ

ブにより、電波の有効利用が達せられることが望ましいと考えられる。 

レーダの利用形態例レーダの利用形態例

経済的価値の徴収が有効利用につながる場面②

レーダ利用者

現在の電波利用料（無線航行局等） 年間 16,300円／局

１ＧＨｚ（帯域幅）

＜５００ＭＨｚ＞ 空いた５００ＭＨｚ

携帯電話等レーダ

＜経済的価値を徴収した場合＞

周波数を有効に
使おう！

周波数の有効利用

携帯電話
事業者等

これでサービスが
拡大できるぞ！

他の電波利用の促進
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③ 上記のモデル１、モデル２は、ともに電波利用料の徴収によりワイヤレス産業

の振興をはじめ、電波利用社会の一層の発展を目指すという大目標については共

通に有しているものであり、両者の長所をうまく取り入れつつ、その調和統合を

図ることが適当である。 

 

第２節 新たに電波の使用料概念を導入する際に留意すべき事項 

① 電波の使用料概念の導入については、欧米諸国など相当数の国においては、

経済的価値に基づく使用料を徴収するためにオークションが導入されている。

しかし、特に欧州などで実施された第三世代携帯電話のオークションでは、高

額の電波利用料額を携帯電話事業者等から徴収し、これを国債償還のための費

用等の一般財源に充てることとしたため、 

ア 国民へのサービスの遅延や人口カバー率の切り捨て、さらには、サービス

開始そのものが困難となる結果、 

イ 国家の成長戦略産業であるＩＴ産業の衰退 

経済的価値の徴収が有効利用につながる場面③

電気通信事業者
周波数を確保
ただし未利用

電波の有効利用インセンティブ

電気通信事業者

＜仮に電波使用の対価を徴収すると＞

現在の電波利用料は局単位のため徴収額はゼロ

とりあえず周波数は
確保したぞ。

電波使用の対価を払うなら
早くサービスを開始しよう！

利用可能な周波数＜予備免許等＞

周波数の有効利用 他の電波利用の促進

電気通信事業者

使わないから国に返還しよう

他の電波利用

死蔵は
ダメ

死蔵は
ダメ
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ウ 高額の免許料を徴収する場合、免許の有効期間は約２０年間とするなど、

電波利用の既得権益化が進み、将来的な電波の迅速な再配分に影響を及ぼす

おそれ 

などの極めて重大な事態が生じたところ。そこで、このような事態を招かない

ように、電波利用料制度の設計において、配意・工夫することが非常に重要で

ある。 

 

② このため、電波の経済的価値を勘案した使用料概念を導入するに当たっては、 

ア 料額の高騰を生じ得る欧米型のオークションは導入しないこと。 

イ 国家の戦略・成長産業であるワイヤレス産業の衰退懸念を払拭する観点か

ら、電波利用料の使途は、電波利用社会の発展に資する施策の範囲内とする

こと 

ウ 円滑な制度の定着を図る観点から、一定程度、現行制度の活用も図ること 

等を前提として、新たな電波利用料制度の設計をすることとしたところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電波利用料制度見直しの背景

① 経済的価値の導入による有効利用の

推進

② 原則、無線局数で均等割りという、

有効利用の逆インセンティブの是正

③ 国、地方公共団体等への特例措置の

見直しによる有効利用の推進

目標：電波の有効利用の推進

① 電波資源の拡大

・未利用周波数帯の開拓

・電波の効率利用技術や、共用技術の開発等

② ユビキタス社会実現に向けた対策

・デジタルディバイドの解消 等

目標：電波利用社会の発展

① 経済的価値の導入に際し、欧州にお

ける周波数オークション実施時のよう

な料額の高騰の防止（※）

② 負担の公平性の確保

③ 公益性の勘案、専用/共用の勘案

歳入面の課題 歳出面の課題

留意事項 留意事項

① 電波利用者がどこまで負担すべきか

② 現行の電波行政費用の効率化努力

徴収総額は、電波
行政費用の範囲内
とすることが必要

これを前提に、電波利用料制度を見直すことが必要。

（※）比較審査方式か、オークション方式かを
問わず、高騰を防ぐための歯止めが必要。
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第３節 新たな電波利用料制度の基本構造 

①  上記で検討したとおり、新たな電波利用料制度は、モデル１（手数料として

の性格）とモデル２（使用料としての性格）の双方の長所を併せ持つものとし

て、調和統合を図ることが適当である。したがって、新たな電波利用料制度の

基本構造については、手数料としての性格を有する部分と、使用料としての性

格を有する部分の２つに分けて考えることが可能である。 

② まず、手数料としての性格に相当する部分については、電波利用料制度が、平

成５年の導入から既に１０年以上運用されてきていることに鑑み、円滑な制度の

定着を図る観点から、現行の算定方法を引き続き活用していくことが適当と考え

られる。したがって、電波監視や無線局データベースの運用費用などの恒常的な

業務については、引き続き、典型的な共益事務として従来の料額の算定方法を踏

襲することとし、料額の安定性に一定の配慮を行うことが適当である。 

③ 一方、研究開発費用などの周波数逼迫対策やデジタルディバイド解消など、戦

略的に重要な業務の財源に充てる部分については、新たに導入する使用料の概念

の下、電波の経済的価値を勘案した算定方法を導入することが適当である。 

この点、料額の算定の考え方については第４章で、また、電波利用料を活用し

て戦略的に取り組むべき施策の範囲については、第５章で詳述する。 

④ ただし、周波数逼迫対策業務のうちでも、アナログ周波数変更対策業務につい

ては、これまで二度の国会審議を経て、負担関係の整理も含め電波法が改正さ

れた経緯を踏まえることが必要である。したがって、本業務については、引き

続き、現行の算定方法を踏襲することが適当である。 
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電波利用料の構造

技術試験事務等

電波資源拡大のための
研究開発

（電波の逼迫状況の解消に貢献）

デジタルディバイド解消

電波監視

無線局データベース

アナアナ変換 等

電波監視

無線局データベース

アナアナ変換 等

拡充

公物占用料（使用料）と
して、経済的価値を勘案
して徴収。

共益費用として、従来
どおり、原則、全無線局
の均等負担。

【勘案要素（例）】

・逼迫地域、逼迫帯域

・帯域幅、出力

・技術的効率性

効率化

《使途の候補》

料額の安定性にも
配慮し、この部分に

ついては現行制度
を踏襲

電波利用共益費用
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第４節 制度的位置づけ 

①  現行の電波利用料制度は、現行の無線局全体に利益が及ぶ電波利用共益事務

の財源に充てるため、その実費を徴収する広義の手数料として位置づけられて

いる。今回の電波利用料の見直しに際して 

ア 電波の経済的価値を勘案した使用料を徴収する観点 

イ 電波利用料の使途を、電波利用共益事務を超えて、将来の研究開発やデジ

タルディバイドの解消のための施策の財源に充てる観点 

からは、電波利用料の性格について、広義の手数料という現行制度の性格から

の変更が必要になると考えられる。 

②  この点、国民共有の財産や資源の使用の対価としては、行政法学上、公物占

用料の概念がある。これは、道路や土地、河川等の占用料に代表されるもので

あるが、公物の占有者が受ける利益を、対価として徴収するものであり、経済

的価値を勘案した使用料概念になじむものである。以下、電波について、かか

る公物占用料の概念の導入の可否を検討することとする。 

③ 電波に関しても、土地等と同様、そのスペースの使用によって経済的な便益

をもたらす「スペース資源」のひとつであると考えられる。スペース資源とし

ての電波資源は、政府（総務大臣）が一定の空間において、特定の免許人の通

信手段としての円滑な電波利用を阻害する他人の電波利用を禁止し、その結果、

当該免許人が電波を円滑に利用できる空間として構築される。こうして、電波

資源を土地や道路等と同様の公物と観念することができ、公物占用料として当

該空間の経済的価値を勘案した使用料を徴収することも可能になる。 

④ なお、「電波を円滑に利用できる空間」は、時分割多重技術や符号分割技術等

の高度な科学技術を用いてはじめてその有効利用が可能になることから、人工

公物または人工公物に類するものと捉えることが適当と考えられ、当該空間は

一般の三次元空間に周波数軸及び時間軸の二次元を加えたものと考えられる。 
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⑤ 以上の観点から、今回の電波利用料の見直しにあたって、使用料概念を導入

する場合には、公物占用料として整理することが適当である。なお、道路占用

料の使途は道路整備事業に法定されているが、電波利用料の使途についても、

一定の使途に限定をすることも可能である。 

因みに、道路占用料の料額算定にあたっては、特定の者に対して道路を継続

的に使用する権利を設定することにより、現に明確な経済的利益が発生すると

して、次のような計算式で算定することとされている。 

国道の占用料＝占用面積×道路の価格×一定の使用料率 

   具体的な料額設定は、人口５０万人以上の市等、上記以外の市等、町及び村と、

全国を３区分の地域に分けて料額を設定しているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

政府（総務大臣）が一定の空間においてＡ社の通信手段としての
円滑な電波利用を阻害する他人の電波利用を禁止。

その結果、Ａ社が電波を円滑に利用できる空間が構築される。

電波資源の概念図

＜電波を円滑に利用できる空間＞

Ａ社 Ａ社

この人工的な空間は、
①周波数軸
②時間軸

が異なれば、異なる
空間が創出される。

公物占用料と料額算定［道路占用料の例］

◆ 道路、行政財産等の公物の使用（占用）の対価として支払われる
金銭 （例：道路占用料等）

◆ 公物占用料の基本的な性格は、公物の利用によって占用者が受け
る利益の徴収。

◆ また、その使途については、例えば道路占用料等の場合は、道路
整備事業等にあてることとされている。

◆ 道路、行政財産等の公物の使用（占用）の対価として支払われる
金銭 （例：道路占用料等）

◆ 公物占用料の基本的な性格は、公物の利用によって占用者が受け
る利益の徴収。

◆ また、その使途については、例えば道路占用料等の場合は、道路
整備事業等にあてることとされている。

［例］道路占用料の料額算定方法

特定の者に対して道路を継続的に使用する権利を設定することにより、

現に明確な経済的利益が発生。［一般の土地利用形態と類似］

国道の占用料＝占用面積×道路の価格※×一定の使用料率

※１近傍類地の地価

※２休憩所等の場合は、通常の売上収入額等を勘案
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⑥ なお、現在、大規模な無線局や放送局の親局など、ごく一部の無線局につい

ては、最初の免許時に限り登録免許税が課税されている。登録免許税は行政サ

ービスの対価としての徴収ではなく、一般財源に充てるため、免許人の担税力

に注目して課税するものであるが、仮にこの登録免許税を広く電波利用者一般

から徴収することとすると、使途が特定されず、電波利用料の負担者の理解を

得ることも困難である。 

また、特定の経費に充てる目的税を新設することも選択肢として考えられる

が、特別会計の創設など大幅な制度改革が必要となることや、手数料としての

現行の電波利用料制度との連続性を勘案すれば、対価性の観点から現行制度と

共通の性格を有する公物占用料として整理することが現実的であり、より適切

である。 

 

 

 

 

料額の設定 地域を３区分に分け、料額を設定

具体的な料額の例（国道）

１，１００円４，４００円２６，０００円１㎡につき１年広告塔

（Ａ）

×0.011
（Ａ）

×0.006
近傍類地の地価（Ａ）

×0.005
専有面積１㎡
につき１年

高架下に設置する
一階建て事務所等

電柱

物件 占用料

７７０円１，０００円２，２００円１本につき１年

丙地乙地甲地単位

甲地：東京都２３区、札幌市、仙台市、千葉市、船橋市、川崎市、横浜市、相模原市、

浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、東大阪市、神戸市、岡山市、広島

市、北九州市、福岡市、熊本市及び鹿児島市 【人口５０万人以上の市等】

乙地：上記以外の市

丙地：町及び村

（参考）
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電波利用料の制度的位置づけ

手数料

・行政サービスの対価として、
その実費を徴収

・経済的価値の勘案は不可

公物占用料

・公物の利用の対価として、
占有者が受ける利益の徴収
（占有の対価）

・経済的価値の勘案が可能。

・道路占用料等では、使途を
限定 （道路整備事業等）

登録免許税

・行政サービスの対価では
なく、担税力に注目

・一般会計に属し、使途は
特定されていない。

目的税

・行政サービスの対価では
なく、特定の経費に充てる
目的で課される租税。

（例）

《手数料・公物占用料》 《税》

《現行の電波利用料制度》

【総額550億円】

・電波利用共益事務に限定

・格差是正事業や、研究開発
等は、対象外

特定財源を維持しつつ、
使途の拡大の検討が
可能。

（参考）無線局に対
する徴収額

【総額 約130万円】

放送局（親局）［15
万円］や、大規模無
線局［3万円］のみ、
初回免許時に負担

対価性の観点 担税力の観点

- 電源開発促進税

【電源開発促進対策特別会計】

- 地方道路税

【交付税及び譲与税配付金
特別会計】
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第４章 経済的価値を勘案した電波利用料の料額算定のあり方 

第１節 基本的な考え方 

電波監視などの恒常的業務に充てる費用については、典型的な共益費用と

して、原則無線局数で均等割りの料額算定方式を維持する一方で、新たに使

用料の概念を導入する料額の算定に当たっては、電波の経済的価値を勘案す

ることが必要である。この場合、 

ア 土地の価格も東京の中心部と僻地では異なるのと同様に、電波の希少

性が強い地域や周波数帯域（逼迫地域・逼迫帯域）では、電波の経済的

価値はより大きいものとし、 

イ また、土地の価格でも同様であるが、同じ地域や周波数帯域において

は、電波を占有する程度（使用する帯域幅や使用地域の範囲）が大きけ

れば大きいほど、その経済的価値はより大きい 

ものとすることが適当である。これにより、市場原理が機能し、電波の有効

利用インセンティブを働かせることが可能となると期待される。 

また、併せて携帯電話等で指摘されている、電波有効利用のインセンティ

ブを阻害しているのではないかとの現行制度の問題点の改善も図ることが期

待できる。 

 

第２節 逼迫の概念 

① まず、逼迫の概念を検討する必要がある。電波の有限希少性の観点から、

逼迫とは、ある帯域で新たに電波利用を求める者の新規参入が困難な状況

を指すと考えることができるが、一定の周波数帯域を独占的・排他的に利

用する専用型と、同一帯域内での新規参入は原則自由である共用型に分け

て検討することとする。 

② 専用型の電波利用が行われている帯域では、当該帯域で既に既存の電波

利用者が独占的・排他的に電波を利用しており、新規参入の余地がない状

態が逼迫状態として観念される。他方、共用型の帯域では、原則、新規参

入は自由とされている結果、当該帯域に多数の電波利用者が存在すること

となり、さらなる新規参入者が加わると、通信遅延などの障害が発生する

状態を逼迫状態として観念することが適当である。 

③ 以上は、同一システム内での逼迫の概念を整理したものであるが、異な

るシステム間の逼迫状況についても、ある用途（例えば固定マイクロ通信）
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に割り当てられている帯域において、新たに別の用途（例えばモバイル通

信）での利用が可能か否かで判断することが適当である。これは、モバイ

ル通信用の帯域としての割り当てが困難な場合と、個別の電波利用者の新

規参入が困難な場合のいずれかの状態として現れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 節 逼迫地域・帯域の指標の考え方 

①  増加の一途をたどる電波需要に応えるため、従来から電波資源の拡大に

努めているところであるが、主としてモバイル通信において、携帯電話利

用者数の激増や多様な通信サービスの出現等を背景に、現実の電波需要は

これを上回る勢いで進展しており、その結果、現下の電波の逼迫状況を招

いている。このように、電波の逼迫の進行程度は、電波需要の急速な伸び

の主たる要因であるモバイル通信の普及の進展と相関関係が強いと考え

られる。そこで、逼迫地域を特定するための指標の検討にあたり、モバイ

ル通信の普及度合いをメルクマールに考えていくこととする。ただし、地

域の特定にあたっては、客観的・透明な指標により選定がなされることが

適当であり、指標も出来る限り簡素なものを基本とすべきである。このた

め、多種多様なモバイル通信の普及度合いを個別に測るのではなく、これ

らを包含する指標の検討が必要である。

逼迫の概念について

【共用型】
例：無線ＬＡＮ用帯域

【専用型】
例：固定マイクロ用帯域

新規参入は
可能（自由） これ以上参入すると

通信遅延など発生

既存固定マイクロ局

新規参入の
余地なし

１．同一システム内での逼迫

［新規参入者］

［新規参入者］

２．異なるシステム間の逼迫

用途Ａ
（例：モバイル通信）

用途Ｂ
（例：固定マイクロ）

用途Ｃ
（例：レーダ）

帯域拡大の
余地なし

［新規参入者（例：高出力無線ＬＡＮ）］

新たな無線システム
参入の余地なし

・・・ ・・・

（モバイル通信で利用可能）
６ＧＨｚ （モバイル通信の

利用は限定的）

新たな無線
システムは
参入可能。
但し限定的
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②  そこで、一定の地域におけるモバイル通信の需要は、主として、利用者

数の過密度合いや電波利用サービスへの購買力に依存していると考えら

れることから、逼迫地域を特定するための指標については、人口密度や一

人当たりの所得等を基礎的な指標とすることが適当である。 

その上で、特定された逼迫地域のうち一部では、こうした基礎的な指標

では捉えきれない地域ごとの個別の事情も想定できることから、必要に応

じ、電波利用に関する客観的指標に基づく補正の検討も求められると考え

られる。 

電
波
資
源

モバイル通信

逼迫の進行と電波資源の拡大

レ
ー
ダ

固定マイクロ

国際条約に基づく割当
（船舶・航空無線など）

その他

衛星

放送

電
波
資
源

国際条約に基づく割当
（船舶・航空無線など） レ

ー
ダ

固定マイクロ その他

衛星

モバイル
通信

放送
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③  他方、逼迫帯域については、現在、主に移動通信や放送局等が利用して

いる３ＧＨｚ以下に加えて、既に導入が進められている無線ＬＡＮや２０

１０年ごろの導入を目標としている第四世代移動通信などによる利用が

予定されている３～６ＧＨｚ帯（低マイクロ波帯）は、現実に「使い勝手

がよい帯域」として、ほとんどの無線局が現実に使用しており、新規サー

ビスの参入が困難な状況にあることから、こうした帯域を逼迫帯域と観念

することが適当である。 

 

 

逼迫地域の指標の考え方（案）

［補正要素］ 電波利用の総量を指標［補正要素］ 電波利用の総量を指標 （地域ごとに全無線局の電波利用の総量を算定）

→無線システムの違い、カバーエリア、電波の指向性等電波利用に係る様々な要素を調査等するこ

とが必要であることから、全国共通の指標とするより、上記の指標の補正要素として補完的に考慮

【案１】人口密度を指標【案１】人口密度を指標

○利用者数の過密度合いをもって電波利用の逼迫度に擬制

【案２】一人当たりの所得を指標【案２】一人当たりの所得を指標

○電波利用サービスへの購買力の度合いをもって電波利用の逼迫度に擬制

（参考）県別人口密度の上位１０県

東京都、大阪府、神奈川県、埼玉県、愛知県、千葉県、福岡県、兵庫県、沖縄県、京都府

（参考）一人当たり県民所得の上位１０県

東京都、愛知県、大阪府、滋賀県、神奈川県、埼玉県、栃木県、千葉県、静岡県、京都府

◆逼迫状況の進展とモバイル通信の伸びの相関関係から、人口密度や一人当たり所得を

指標として電波利用の逼迫地域と擬制することが適当ではないか。
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固定系

携帯電話ＴＶ放送

ＰＨＳＭＣＡ無線

固定局（電気通信業務用）

衛星局（Ｃバンド）

3GHz 6GHz

短距離固定通信(11,12G帯)船舶無線

〈370MHz幅〉 〈280MHz幅〉

移動系・放送

無線ＬＡＮ、第４世代移動通信システムの導入
（２０１０年頃を目途） 将来の移動系利用

に向けた研究領域

固定系の移行先

〔低マイクロ波帯〕 〔高マイクロ波帯〕

〈35MHz幅〉〈76MHz幅〉

気象レーダー FWA(22,26,38G帯)

ｱﾏﾁｭｱ無線

簡易無線

衛星(Ｋｕバンド)

〈1700MHz幅〉

〈1100MHz幅〉

《周波数帯》

〈100MHz幅〉

固定局（放送用）

〈200MHz幅〉

極めて稠密に利用 比較的余裕あり

放送デジタル化、８００MHｚ帯の
移動体の再編等

〔長・中波〕 〔短波〕 〔ＶＨＦ帯〕 〔ＵＨＦ帯〕

電波利用の現状
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第３節 量的要素の勘案 

①  電波の経済的価値の勘案にあたっては、前述のとおり、同じ地域や周波

数帯域において、電波を占有する程度が大きければ大きいほど、その経済

的価値も、より大きいものとすることが適当である。このため、こうした

量的要素（使用する帯域幅や使用地域の範囲）を勘案した料額算定とする

ことが必要である。こうした量的要素の勘案により、使用する電波の量に

応じた電波利用料を課すことが可能となり、免許人間の公平性を確保する

とともに、電波の有効利用を図るものである。 

② 使用する帯域幅の勘案については、一定の区分の帯域幅ごとにその帯域

特性を勘案した徴収総額を設定し、これを当該周波数区分の使用者で按分

することが適当である。 

具体的には、類似の周波数帯域において、類似の形態で、帯域幅を２倍

使用する場合にはその料額も２倍となり、また、ある周波数区分を n 人で

使用する場合には、個々の料額は徴収総額の n 分の１とする算定方式が、

原則適当と考えられる。 

 

 
 

 

③ この基本的な考え方に基づき、無線局を専用型、共用型の２つに分け、帯

域幅を勘案した料金体系とした場合、電波の有効利用インセンティブがど

のように作用するかについて検討を行った結果は、以下のとおりである。 

 

50MHz  

1人で専用1人で専用 n人で共用 

50 ﾃﾞﾝﾊﾟ 100 ﾃﾞﾝﾊﾟ 100/n ﾃﾞﾝﾊﾟ 料額 

100MHz 100MHz 

同じ帯域を、同じ目的、同じエリアで使用するものと仮定 
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ア）専用型の場合 

専用型とは、参入枠は予め決まっており、特定の者が特定の帯域を排他

的に利用する形態である。参入希望者が参入枠より多い場合には、競願処

理で参入者を決定し、以後の新規参入は排除される。（例：携帯電話、放

送局） 

専用型の無線局について帯域幅を勘案した料金体系とした場合のイメ

ージが以下の図１である。図１は、同じ帯域幅でＡ周波数帯とＢ周波数帯

を使用する場合において、Ａ周波数帯においては１００万局の無線局があ

り、高度利用が図られており、他方Ｂ周波数帯においては、１０万局の無

線局しかなく低度利用となっているケースである。 

この場合、現行の電波利用料制度においては、無線局１局当たりの電波

利用料が１デンパであるとすると、Ａ周波数帯の免許人には１００万デン

パ、Ｂ周波数帯の免許人には１０万デンパが課せられることになる。 

携帯電話事業のように収益性のある電波利用の場合は、より多くの契約

者を有し、収益性の高いＡ周波数帯の免許人からより多くの電波利用料を

徴収するという観点からは公平性が確保されていると考えられる。しかし、

電波の有効利用を行っているＡ周波数帯の免許人の負担が高くなること

から、有効利用のインセンティブとはなりにくいという問題がある。また、

周波数を確保だけしておいて、実際には無線局を設置していない者には電

波利用料を支払う義務が生じないため、早期に電波利用を開始しようとす

るインセンティブが働かないという問題もある。 

 

他方、周波数の帯域幅を勘案した料金体系とした場合、Ａ、Ｂ周波数帯

の価値の合計が１１０万デンパとすると、Ａ、Ｂ周波数帯の免許人にそれ

ぞれ５５万デンパを課すことになる。こうした料金体系にすることで、Ｂ

周波数帯においては、Ａ周波数帯と比較して無線局数に対する電波利用料

の負担が大きくなるので、利用する帯域幅を減らして電波利用料の負担を

減らそうとするインセンティブが働くと考えられる。 

一方、Ａ周波数帯においては、逆に周波数拡大のインセンティブが働く

ことになる。このように帯域幅を勘案した課金とすることにより、電波の

非効率的利用者の退出を促し、効率的な利用者により多くの周波数帯が配

分されることとなる。また、無線局の設置如何に関わらず帯域を専用する



 

 - 55 -

者には電波利用料の支払い義務が生じるため、早期に電波利用を開始しよ

うとするインセンティブにもなる。 

 

図１ 

Ａ周波数帯 Ｂ周波数帯

高度利用

現行の制度

モデル２

１００万デンパ １０万デンパ

５５万デンパ ５５万デンパ

無線局数 １００万局 １０万局

同じ帯域幅

低度利用（収益は大） （収益は小）

→Ａ周波数帯の拡大インセンティブ

※Ａ、Ｂ周波数帯の経済的価値が１１０万デンパと仮定した場合

→Ｂ周波数帯の圧縮インセンティブ

 

 

 

以下の図２は、専用型の無線局に割り当てられたある周波数帯における電

波の利用状況が長期的に変化した場合におけるイメージである。 

ある周波数帯域において、当初高度利用されていたものが、時間の変化と

ともに当該周波数帯における無線局数が減少し、低度利用となった場合を想

定している。 

無線局数の減少により、当該帯域を利用している免許人にとっては、無線

局数と比較して電波利用料の負担が過大となるので、帯域幅を圧縮しようと

するインセンティブが働く。 

総務省は、電波の利用状況調査を通じてこうした状況を把握し、電波の再

配分を実施し、新規ニーズへの周波数の割当てを行うことにより、電波の有

効利用が図られることとなる。 
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図２ 

100MHz（100万デンパ） 100MHz（100万デンパ）

80MHz（80万デンパ）

無線局数
100万局 20万局

20MHz（20万デンパ）

高度利用 低度利用

無線局数

80万局 20万局

周波数の
再配分

圧縮インセンティブ

利用状況
の変化

新規ニーズへの
周波数の割当

利用状況調査

新規ニーズ

 

イ）共用型の場合 

共用型とは、参入枠は予め決まっておらず、不特定多数の者が、他者の

電波利用を妨害しないように電波を利用していく形態である。（例：アマ

チュア無線、簡易無線）共用型の無線局について帯域幅を勘案した料金体

系とした場合のイメージが以下の図３である。現行の電波利用料制度にお

いては、いずれも無線局１局当たりの負担額は同額である。 

他方、帯域幅を勘案した料金体系とした場合、Ａ、Ｂ周波数帯の価値の

合計が１１０万デンパとすると、高度利用されているＡ周波数帯の免許人

には、１局当たり０．５５デンパを課すこととなり、低度利用のＢ周波数

帯の免許人には、１局当たり５．５デンパの負担を課すこととなる。 

その結果、Ｂ周波数帯においては、無線局１局当たりの負担がＡ周波数

帯よりも大きくなるので、Ｂ周波数帯の帯域幅を減らして、無線局１局当

たりの電波利用料を引き下げようとするインセンティブが働く。 

しかし、この場合、例えば、同じ周波数帯を利用している免許人が減る

と、引き続き同周波数帯を使用する者の電波利用料が上昇することとなる。  
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このように、電波利用料が他律的な要因によって変動するため、利用者

の側からすると、負担額の予見可能性が低いというデメリットがある。こ

の点、現行の電波利用料は、負担額の変動が少なく、負担額の予見可能性

が高いというメリットがある。 

また、帯域幅を勘案した料金体系とした場合、周波数帯を利用する者が

少ないうちは、１人当たりの電波利用料額が高額になるおそれがある。そ

こで、電波の割当て後の一定期間は、その期間における免許人数の需要予

測に基づいて算出される一定額を徴収する等の配慮の適否について検討

することが課題である。 

図３ 

Ａ周波数帯 Ｂ周波数帯

高度利用

現行の制度

モデル２

総額１００万デンパ
→１局あたり１デンパ

総額１０万デンパ
→１局あたり１デンパ

総額５５万デンパ
→１局あたり０．５５デンパ

総額５５万デンパ
→１局あたり５．５デンパ

無線局数 １００万局 １０万局

同じ帯域幅

低度利用

※Ａ、Ｂ周波数帯の経済的価値が１１０万デンパと仮定した場合

→Ａ周波数帯の拡大インセンティブ →Ｂ周波数帯の圧縮インセンティブ

 

以下の図４は、共用型の無線局に割り当てられたある周波数帯における電

波の利用状況が長期的に変化した場合におけるイメージである。ある周波数

帯域において高度利用されていたものが、時間の変化とともに当該周波数帯

における無線局数が減少し、低度利用となった場合を想定している。 

この場合、当該周波数帯を利用する無線局の減少に伴い、無線局１局当た

りの電波利用料の金額が上昇することとなる。その結果、無線局の退出イン

センティブが働くこととなる。また、同時に無線局１局当たりの電波利用料
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を引き下げるため、帯域幅の圧縮インセンティブが働くこととなる。 

総務省は電波の利用状況調査を通じてこうした状況を把握し、電波の再配

分を実施し、新規ニーズへの周波数の割当てを行うことにより、電波の有効

利用が図られることとなる。 

 

 

ウ）専用型と共用方の折衷的な形態の場合 

 電波利用の形態には、上記のような専用型と共用型のほか、PHS システ

ムのように参入事業者を限定しつつ、特定の帯域を共用する形態も存在す

る。今後、上記の専用型と共用型の基本的考え方を踏まえ、具体的に検討

を行う必要があるが、この場合、電波の量的要素を勘案した料金体系とす

ると、現行制度と比べて、専用型、共用型のそれぞれにメリット、デメリ

ットがあることから、PHS システムのような折衷型の無線局が、専用型、

共用型のデメリットだけを被ることがないよう配慮することが課題であ

る。 

 

 

図４ 

100MHz（100万デンパ） 100MHz（100万デンパ）

80MHz（80万デンパ）

無線局数
100万局
1局あたり１デンパ

20万局
1局あたり5デンパ

20MHz（20万デンパ）

高度利用 低度利用

無線局数

80万局
1局あたり1デンパ

20万局
1局あたり1デンパ

周波数の
再配分

利用状況
の変化

退出インセンティブ

新規ニーズ

圧縮インセンティブ
新規ニーズへの
周波数の割当

利用状況調査
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④ 最後に、使用地域の範囲の勘案方法について検討する。使用地域の範囲の

勘案とは、より広いエリアで電波を利用する者から、より多くの電波利用

量を徴収することにより、電波利用者間の公平性を確保しようとするもの

であり、当該範囲の地理的な広さを指標とする方法と人口を指標とする方

法がある。地理的な広さの場合には、無線局の発する電波の届く範囲とし、

空中線電力の大きさが目安になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地理的広さ（空中線電力等）
⇒ 料額は電波の届くエリアの広さに比例

② 人口
⇒ 料額は電波の届くエリア内の利用者数に比例

同じ帯域を、同じ帯域幅、同じ目的で使用するものと仮定

エリア小（空中線電力小） エリア大（空中線電力大）

電波の届く範囲

同じエリア

利用者数が少ない 利用者数が多い

※ イギリスの場合、移動通信では料額は地理的広さを勘案
放送では料額は人口（１０万人単位）を勘案

エリアの勘案
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第４節 料額算定におけるその他の要配慮事項 

①  序章に記したように、電波は国民共有の資源であり、その便益は本来、

広く国民に及ぶよう努められるべきものである。 

②  この点、防災無線や放送など、通常の市場活動を超えてユニバーサル・

サービス又はこれに準じた責務が法令等において規定されているものに

ついては、料額の算定において、その公共性を勘案することが適当である。 

③  また、共用型の電波利用は、国民に等しく電波利用の機会を付与する点

で、本来、望ましい利用形態である。しかしながら、専用型の電波利用と

異なり、予期に反して利用者数が増加すると、他の利用者のみならず利用

者本人の通信品質も著しく低下するなどの問題が内在している。これは、

電波の経済的価値に影響を及ぼすものと考えられ、この点を料額算定にお

いて勘案することが適当である。 

因みに、経済学的に、専用型の電波利用は私的財に近いのに対して、共

用型の電波利用はクラブ財に近いと位置づけることが可能であり、その料

金の位置づけも、前者は競争料金と、後者は混雑料金と整理することが可

能との指摘もある。 

専用型 ⇒ 私的財
（例）携帯電話事業者

放送事業者 など

免許申請者が多い周波数帯

では、利用権獲得のための

競争が存在するが、いったん

利用権を獲得すれば排他的

に無線周波数を利用できる。

• 権利市場が実質的に存在

• 利用権の獲得者に超過利
潤（レント）が発生・帰属

共用型 ⇒ クラブ財
（例）アマチュア無線

無線LAN など

一定の規則・資格のもと、自由

に無線周波数を利用できるが、

利用者が多く混雑する周波数

帯では、電波の性質（干渉／

競合性）により、利用者全体が

通信の質的低下の被害を受け

る可能性がある。

・外部不経済の発生の可能性
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なお、PHS 事業者のように、特定の帯域で参入事業者を限定して排他的

利用を可能とする点では専用型であるが、同時に当該帯域の中では共用を

図る点では共用型の側面も有する利用形態があることに留意が必要であ

る。 

また、特定の帯域を排他的に利用する専用型である一方、同一地域・同

一帯域で異業務の無線システムとの共同利用を図っている形態にも留意

する必要がある。 
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第５章 電波利用社会発展のために戦略的に取り組むべき施策 

第１節 基本的な考え方 

現行制度では、電波監視や無線局データベース運用といった典型的な共益

事務に加え、戦略的な業務として、実用化段階の研究開発やアナログ周波数

変更対策、電波の迅速な再配分などの財源に電波利用料を充てているところ

である。 

今後、ユビキタス社会の実現に向け、電波資源拡大に向けた中長期的な研

究開発や、電波利用による便益を広く国民一般に及ぼすべく、電波利用のデ

ジタルディバイド解消（当面は、携帯電話が検討対象）などを喫緊の戦略的

課題と位置づけ、従来の一般財源による措置に加え、電波利用料を充てるこ

との適否が検討課題となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 電波の有効利用技術の開発 ―周波数の倍増― 

①  我が国のワイヤレス産業は、２０１３年に約９２兆円の市場へと成長が

予測されている成長分野であり、ユビキタス社会を支える基幹産業として、

また、我が国経済の活性化の起爆剤として、ますますその重要性は増して

いる。また、知的財産戦略としても、我が国の産業の国際競争力の確保・

国家としての戦略的な取組であり、国民全体での負担が出発点

一般財源

電波利用料

◆国際競争力の向上 （世界最先端のワイヤレスブロードバンド環境）

◆産業活性化の起爆剤 （２０１３年： ９２兆円の市場規模）

◆電波有効利用の推進 （市場原理の活用と有効利用施策の充実）

未利用周波数帯の開拓などの研究開発分野に、電波利用料財源も活用

周波数資源の倍増

Ⅰ 我が国のワイヤレスIT技術の研究開発の強化推進

Ⅱ その他の使途

① 携帯電話格差是正など、国民への利益還元方策

② 電波再配分による移行の円滑化・負担の軽減方策
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向上のため、ワイヤレス産業への先行投資が極めて重要である。さらに、

ワイヤレス IT 技術は、諸外国でも軍事技術として開発されていることで

も明らかなように、国の安全保障にかかわる戦略的分野である。 

②  諸外国におけるワイヤレス IT 技術開発への政府の関与について概観す

ると、米国においては、特に軍事技術として、約３兆円に及ぶ国防総省の

研究開発費の重要な一要素となっている。ここで生まれた技術が民生転用

され、その技術的優位性からデファクト・スタンダード（事実上の標準）

となる例は、GPS や CDMA（符号分割多重）方式の携帯電話など、今日

普及しているワイヤレス IT 技術の中でも、特に重要度の高いものとして

グローバルに展開しているものであり、米国企業の国際競争力向上に大き

く貢献している。 

③  また、韓国においては、情報化促進基金を設け、これを原資として政府

による IT 分野の技術開発への戦略的な取組を行っている。この基金には、

一般財源からの充当に加え、同国における第 3 世代携帯電話の免許付与に

あたって電気通信事業者から徴収する出捐金も活用する仕組みとなって

おり、研究開発資金は、総額で年間１０００億円程度となっている。また、

EU 諸国においても、加盟国からの拠出金から成る EU 共通予算を情報通

信分野の技術開発に重点配分しており、有線分野とワイヤレス分野を合わ

せて、韓国同様、１０００億円規模となっている。 

④  他方、我が国においては、総務省における情報通信分野の研究開発総額

は７５０億円規模であり、ワイヤレス分野の研究開発総額は、６０億円規

模となっている。今後、ワイヤレスＩＴ産業が我が国産業活性化の起爆剤

として、また、ユビキタス社会における国民生活の充実・向上の基盤とし

て、ますます重要性を増していくことから、この分野を「金の卵」として、

短期的視点のみならず、中長期的視点に立ち戦略的に取り組む必要がある。 
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⑤  今後、移動通信や無線ＬＡＮ、情報家電等の新たな電波需要に対応する

ための戦略的な取組み方針については、昨年７月の情報通信審議会答申

「電波政策ビジョン」で整理された。これを受けて、総務省では、「周波

数の再編方針」を策定したが、その実現には、今後、電波開放戦略として

電波の再配分を迅速に進めるとともに、電波有効利用のための研究開発の

充実・強化が不可欠である。このため、電波利用料部会においては、電波

有効利用のための研究開発の方向性を検討するための作業部会を設け、集

中的に討議を行った。 

 

① 国の安全保障分野

② 戦略・成長分野

ワイヤレスIT技術 米 国

Ｅ Ｕ

日本の現状

国防総省による研究開発 （研究開発総予算

約３兆円の一部を戦略的活用）

・ＧＰＳ、ＣＤＭＡ、ＵＷＢ等に軍事技術を転用

ＥＵ共通予算において、情報通信分野の

技術開発に重点配分 （1000億円強）

韓 国

情報化促進基金を活用した技術開発への

戦略的取組（約1000億円）

一般財源に加え、第３世代携帯免許料
（約4000億円）も活用して充実

各国、特に米・韓において、ワイヤレスIT技術に戦略的な取組

総務省関係の研究開発予算は、

約７５０億円規模

（国及び独立行政法人）

世界最先端の
ワイヤレスブロードバンド
環境の実現と一層の発展

ワイヤレスＩＴ技術
への

戦略的取組
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⑥  現在は、６ＧＨｚ以下の帯域（ＶＨＦ、ＵＨＦ、低マイクロ波帯）が使

い勝手がよい周波数として、極めて稠密に利用され、全無線局の９９．９％

が利用している状況である。その結果、新たな需要への電波開放が困難な

逼迫状況が生じている。これまで、１８９５年の無線技術の開発から１０

０年間を経て、使い勝手がよい周波数として６ＧＨｚにわたる帯域幅を利

用可能としてきたが、今後１０年間で、新しい電波需要（携帯電話、無線

ＬＡＮ、情報家電等）のために、新たに６ＧＨｚ幅以上の電波を用意でき

ることを目標として、電波有効利用のための研究開発を進めていくことが

必要である。これを「周波数倍増計画」と位置づけ、産官学の強力な連携

の下、進めていく必要があるが、具体的な成果目標としては、 

ア） ６ＧＨｚ以上の周波数であっても、無線ＬＡＮや情報家電等が利用

可能な技術を開発することにより、現在未利用となっている周波数帯で

あるミリ波帯等において、新たに６ＧＨｚ幅程度を利用可能とする一方

で、 

イ） 現在、稠密に利用されている６ＧＨｚ以下の帯域でも、新たな業務

のために再編を進めるとともに、現行の無線システムに共存して新しい

電波有効利用のための研究開発の推進

周波数割当の見直し

周波数の迅速な再配分・割当制度の整備
［法制化済］

電波利用料制度の抜本的な見直し

研究開発の推進

電波の利用状況調査・公表制度の実施

周波数再編方針の策定・公表

周波数割当計画改定の段階的実施

電波の利用状況調査・公表制度の実施

周波数再編方針の策定・公表

周波数割当計画改定の段階的実施

迅速な電波再配分のための給付金制度
の導入

無線局の登録制度の導入

迅速な電波再配分のための給付金制度
の導入

無線局の登録制度の導入

世界最先端のワイヤレスブロードバンド環境の構築

高周波数帯を有効利用する技術の開発

既存の周波数帯を従来以上に有効利用
する技術（共用技術）の開発 等

高周波数帯を有効利用する技術の開発

既存の周波数帯を従来以上に有効利用
する技術（共用技術）の開発 等

周波数

の倍増

（参考）電波法及び有線電気通信法の一部を改正する法律案
に対する附帯決議（抜粋）

[平成１６年４月１３日 衆議院総務委員会]
電波の逼迫状況を解消するため、電波の再配分のみでなく、未利用周

波数帯の開拓等の技術開発を含め、電波の有効利用に引き続き取り組
むこと。

[平成１６年５月１１日 参議院総務委員会]
電波の逼迫状況を解消するため、未利用周波数帯の利用技術や共同

利用システム等の研究開発を含め、電波の有効利用に一層取り組むこと。

電波利用のニーズの高まりに対応した今後の電波政策
（電波政策ビジョン～情報通信審議会答申～）
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無線システムを利用可能とすることにより、実質的に 1.5～2.0GHz 幅

程度の周波数帯の創出が可能と考えられる。 

両者を併せると、今後１０年間程度で、「使い勝手がよい周波数」として、

現行の６ＧＨｚ幅に加え、新たに７．５～８ＧＨｚ幅程度の周波数を創

出することを目指して研究開発を行うことが適当と考えられる。 

⑦  具体的な研究開発項目としては、 

ア 現在の使用帯域を圧縮するなど電波の効率利用を図ること 

イ 既存無線システムの下で新たな無線システムの共同利用を可能とする

こと 

ウ 未利用周波数帯における新たな無線システムの導入等を可能とするこ

と 

などの研究開発を、短期的・中期的・長期的なあらゆるスパンで戦略的に

展開して、電波資源の拡大を図ることが必要であり、このため、一般財源

に加え、使用料としての電波利用料財源も活用して、電波有効利用技術の

研究開発の充実・強化を進めることが適当である。なお、電波利用料を用

いた詳細な研究開発項目の例としては、以下に挙げるとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3GHz 6GHz

電波利用の課題

〔低マイクロ波帯〕 〔高マイクロ波帯〕

《周波数帯》

課題

① 地上放送のデジタル化や

８００ＭＨｚ帯の移動体の

再編の着実な推進

② 既存無線システムの利用

帯域の下で、新たな無線

システムの利用を行うため

の研究開発

課題

③ 固定系等を対象とした

電波の再配分の着実な

実施

④ 第４世代移動通信シス

テム等の新たなシステム

の早期導入を可能にする

技術の開発

課題

⑤ 固定系の移行先確保

のための研究開発

⑥ 将来の移動無線システ

ムの利用に向けた研究

開発

短期、中期、長期のあらゆるスパンで重点的かつ戦略的な研究開発への取組みが必要

〔長・中波〕 〔短波〕 〔ＶＨＦ帯〕 〔ＵＨＦ帯〕
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比較的逼迫度が低い

3GHz 6GHz

〔低マイクロ波帯〕 〔高マイクロ波帯〕

《周波数帯》

〔長・中・短波〕

30MHz 30GHz

〔ミリ波帯〕

【電波の逼迫度】

逼迫度が高い

〔ＶＨＦ帯〕 〔ＵＨＦ帯〕

ＶＨＦ・ＵＨＦ帯における
既存システムとの周波
数共用技術の研究開発

移動通信システムの高度
共用技術の研究開発

高マイクロ波帯への周波
数移行を促進するための
基盤技術の研究開発

未利用周波数帯
へのブロードバ
ンド通信等導入
技術の研究開発

次世代無線通信測定技術の研究開発

電波利用料を用いた研究開発の具体的項目（例）

周波数を共用する技術が必要 周波数移行を促進する技術が必要

1

レーダーの狭帯域化技術の研究開発

衛星通信と他のマイクロ波帯通信の共用技術の研究開発

 

 

（※）個別の具体的研究開発項目例については、別紙参照 

 

 

 周波数目的

① 電波の効率
利用の推進

② 周波数の共用

③ 電波資源の
拡大

ＶＨＦ／ＵＨＦ帯 低マイクロ波帯 高マイクロ波帯 ミリ波帯
3GHz 6GHz 30GHz

高 効 率 伝 送 技 術 の 開 発

有効利用技術の開発

共用の対象

移 動 ・ 無 線 ア ク セ ス

小 電 力新たなｼｽﾃﾑの導入

④ 有効利用のため
の環境整備

電波監視技術

計測技術

定点監視技術

広 帯 域 計 測 技 術

フィルタ、帯域外の低雑音化

広帯域化

広帯域化、低廉化

既存無線
システム
との共用

移動・無線アクセス、
小電力と、衛星・固定

との共用

周 波 数 共 用 促 進 技 術

ソフトウェア無線、コグニティブ無線

衛 星

固 定

レ ー ダ ー

周 波 数 ・ 方 式 等 の 可 変 化 技 術

無 線 デ バ イ ス 技 術
小型化、
低廉化、
省電力化

ミリ波帯伝送技術

狭帯域化、ＳＤＭ（MIMO等）、アンテナ技術、
セル技術、適応型伝送技術（TDD、変調方
式等）、干渉補償技術の高度化

衛 星

固 定

受 動 業 務

レ ー ダ ー

受 動 業 務

キャリアセンス、送信電力制御、アンダーレイ

帯 域 外 雑 音 の 除 去

次世代電波監視技術

【参考】電波有効利用に必要な研究開発
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因みに、電波の逼迫対策によって安定的に電波を利用できるという利益は、

使用料の主な負担者である逼迫地域・帯域の電波利用者に及ぶ可能性が高い。

また、こうした逼迫状況は、これらの者の電波利用の結果と捉えることも可

能である。以上の観点から、受益者及び原因者として、逼迫対策に電波利用

料を充てることは適当である。 

 

 

 

 

逼迫度 大
（地域・帯域）

逼迫度 小 逼迫度 小

コストをかけても
逼迫対策が必要

利益：大

原因者

受益者

コストをかけた
逼迫対策は不要

コストをかけた
逼迫対策は不要

希少性 大

大きな経済的価値

利益：小 利益：小

希少性 小
経済的価値 小

希少性 小
経済的価値 小

《使用料》

電
波
利
用
者
か
ら
の

視
点

経
済
学
ア
プ
ロ
ー
チ

（有
効
利
用
）

逼迫地域・帯域に対する徴収の考え方
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第３節 電波利用のデジタルディバイド解消に向けた取組み 

① 序章に記したように、電波は国民共有の資源であり、その便益が本来、

広く国民に及ぶように努力すべきことは、政府のみならず、電波利用者の

重要な責務である。 

  この点、防災無線や放送などは、通常の市場活動を超えた責務が法令等

において規定されていることは前に触れたが、たとえば電力会社が電力系

統の制御のために利用している電波の役割も、間接的にではあるが、電力

の安定的な供給の確保の観点から、広く国民に貢献しているものである。 

他方、携帯電話は、平成１６年５月末には約８２５０万加入に達し、人

口カバー率も約９９％に達しているが、エリア拡大は携帯電話事業者の市

場活動の中での経営判断に左右され、過疎地域などごく一部の地域では依

然として利用できない状況が残っている。このため、携帯電話の不感地域

であることが過疎化の促進要因になっているとして、住居単位での不感地

域の解消が必要との意見があるほか、移動可能地域を基にユニバーサル・

サービスを実現すべきとする強い意見もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電波は国民共有の資源
出来るだけ多くの国民の利益となる

ように使用されることが必要。

１．全国民に受益

２．受益の範囲（エリ
ア）は、市場活動に

左右
３．国民に潜在的な受益

・防災無線、消防無線等

・放送（放送普及基本計画等）

・共用型
- アマチュア無線
- 簡易無線 等

・携帯電話

・ＰＨＳ

・自営網

- マイクロ固定局

（通信料金の低廉化や、電力、

ガス供給の安定等に反映）

※ 衛星、無線ＬＡＮ、レーダ等については、どのような用途で無線局が用いられるか
によって、分類が異なる。

電波利用と国民への受益
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② こうした社会的要請も踏まえて、総務省としても、従来から、民間主導

による通話可能地域の拡大を原則としつつ、携帯電話事業者の協力も得て、

一般財源による格差是正事業として、主に鉄塔建設費用等に対する補助を

行うことで通話可能地域の一層の拡大に努力している（平成１６年度予算

約１７億円 年間５０カ所程度）。

１ 現 状

２ 整備目標

e-Japan 重点計画-2003 (2003（平成 15）年８月 ＩＴ戦略本部)

① 平成 11 年度末までに、すべての市町村役場（本庁舎）がエリア化。

② 市町村役場及びその支所等において携帯電話が利用可能な

市町村の割合（平成１４年度末現在）
９５．３％

③ 全夜間人口に占めるエリア内夜間人口の割合
全国平均：９８．７％

過疎地域：８９．３％

④ 全昼間人口に占めるエリア内昼間人口の割合
全国平均：９９．０％

過疎地域：９１．１％

１ エリア整備の現状と整備方針

「２００５（平成１７）年度までの可能な限り早い時期に、過疎地等において新たに１０万人を携帯電話

が利用可能な状態とすることを目指す。」

移動通信用鉄塔施設整備事業の概要

［参考］

１ 制度の概要

① 対象地域 過疎地、辺地、離島、半島、山村、特定農山村又は豪雪地帯

② 事業主体 市町村 ※参画携帯電話事業者：ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ボーダフォン

③ 対象施設 移動通信用鉄塔施設（鉄塔、局舎、無線設備、エントランス回線等）

④ 補助率等

（標準負担割合）

市町村 ３／１０

国 １／２ 県 １／５ 市町村実質

負担 2/15

事業者実質負担

1/6

・県及び市町村の負担割合は両者間の協議により変更することが可能。

・市町村負担については、過疎債・辺地債、特別交付税等の地方財政措置がある。

２ 予算措置

平成１６年度予算額 １７．１億円 （５３箇所を整備予定）

２ 移動通信用鉄塔施設整備事業の概要

民間事業者では採算性の観点からエリア整備が進まない過疎地等において、市町村が移動通信用鉄塔施

設を整備する場合、国がその経費の一部を補助。
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③ 今回の電波利用料制度の検討において、今後、世界最先端のワイヤレス

国家を目指して研究開発の充実・強化を図る必要性が確認されたが、他方

で、携帯電話さえ利用できない国民の存在にも適切に配慮することが重要

と考えられる。 

また、今回、欧米型の電波オークションを我が国に採用することは不適

当と整理したが、市場での購入費用を支払うことなく、国民共有の電波資

源を独占的かつ排他的に利用する地位を得た携帯電話事業者には、その電

波の利用について通常の市場活動を超えて、一定の責務を求めるべきとす

る意見もある。 

④ ただし、携帯電話事業者にユニバーサル義務を課すことは、その費用が

膨大になることもあり、少なくとも現時点では、国民的なコンセンサスは

醸成されていないが、 

ア 現在、携帯電話は、若年層の主なコミュニケーション手段として、ま

た、高齢者層の緊急時の連絡手段等として、その役割が以前にも増して

重要になっており、デジタルディバイドの解消の重要性が従来以上に高

まっていること 

イ 今後、通話可能地域を拡大するための条件が、鉄塔建設等に要する初

期投資のほか、運営費用についても、従来以上に不利になると想定され

ること 

等を勘案すれば、一般財源による従来の格差是正事業に加えて、携帯電話

事業者の責務として従来以上の努力を求める一方で、電波利用社会の発展

に必要な施策として電波利用料を活用して、その一層の充実・強化を図る

ことが適当と考えられる。 

市場性を重視
ユニバーサル・
サービス義務

格差是正事業
〔補助金によるインセンティブ付与〕

人口カバー率
９９％

人口カバー率
９０％

地域（人口）カバー率
１００％

市場性を重視
ユニバーサル・
サービス義務

格差是正事業
〔補助金によるインセンティブ付与〕

人口カバー率
９９％

人口カバー率
９０％

地域（人口）カバー率
１００％
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（参考）エリア整備に要する費用等（試算） 

 仮に、全国的にエリア外の居住地域のすべてにおいて整備する場合は、

約１万～２万施設の整備が必要となり、施設整備費は 6,000 億円～1 兆

2000 億円、運用経費は年間約 250 億円～500 億円にのぼるとの試算が

ある。（平成 15 年３月 携帯電話サービスにおけるエリア整備の在り方

に関する調査研究会） 

 仮に、エリア外の地域（非居住地域を含む）全てを整備する場合は、

上記試算の７倍以上にのぼるとされている。 

⑤ 具体的には、地方公共団体等から現に要望が提出されるなど、携帯電話

利用に対する需要が顕在化している案件等については、その要する費用も

勘案しつつ、出来るだけ速やかに対応するよう、従来の取組みを充実・強

化することが適当である。 

⑥ なお、携帯電話の不感地域の解消方策のほか、ブロードバンド通信等の

デジタルディバイドの解消方策としても電波の果たす役割は大きいと考え

られる。今後、こうした観点からの電波利用に関する研究開発や周波数政

策のあり方について、さらに検討を深める必要がある。 

 

 

第４節 効率化努力と一般財源との役割分担  

   新たな使途の拡充を図る一方で、現行の電波利用共益事務のあり方を見

直して効率化努力を行うことは必要であり、また、一般財源との役割分担

を整理する必要がある。 

   さらに、電波利用料制度の運用にあたっては、その透明性・客観性の確

保に十分留意する必要がある。 
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第６章 納付義務者の範囲 

第１節 免許不要局の扱い 

① 現在、免許不要局からは通常の電波利用料を徴収していない。これは、

電波利用料制度創設時に、電波利用共益事務は専ら免許局が電波を安心し

て利用できる環境の整備のための事務と観念したことや、行政上の徴収費

用及び徴収に係る免許不要局の負担を勘案した結果である。 

② しかしながら、電波利用料制度の導入時は、コードレス電話やラジオマ

イク等の、ごく限られた範囲で利用されていた免許不要局も、現在は、小

電力無線システムとして、無線ＬＡＮやＰＨＳ、電子タグ、ＥＴＣ等の利

用分野が飛躍的に拡大し、我が国の産業全体に占める位置づけや社会経済

活動における役割も重要になっている。 

また、小電力無線システム（免許不要局）用に割り当てられている周波

数の帯域幅も、利用料創設時は約９０ＭＨｚ幅であったが、現在、約１０

０倍の約９５００ＭＨｚ幅に達し、電波の逼迫状況を深刻化させる要因の

一つとなっている。 

今後、情報家電などの小電力無線システムを活用したビジネスも益々拡

大すると期待され、現実に産業界からも、専用周波数帯域の拡大などに対

する要望が提起されている。こうした要望に的確に応えるべく、電波利用

料を活用し、周波数の倍増に向けて研究開発の充実・強化の必要性も確認

されたところである。 
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免許不要局の周波数帯
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免許不要局の多様化、帯域の拡大免許不要局の多様化、帯域の拡大

専ら免許局を保護の対象 免許不要局は保護の対象外専ら免許局を保護の対象 免許不要局は保護の対象外

免許不要局の利用の拡大

平成１５年

多数の
システム

約１００倍

限定的な帯域

約９５００
ＭＨｚ

約９０ＭＨｚ

コードレス電話
ラジオマイク 等

無線ＬＡＮ、ＰＨＳ
電子タグ、ＥＴＣ
ミリ波レーダ 等

ユビキタス時代
を支える多様な
無線システム

更なる利用帯域
の拡大

限定的な利用

平成５年
（電波利用料制度の導入） ユビキタス時代

電波利用料制度の導入（平成５年）電波利用料制度の導入（平成５年）

平成１５年平成１５年
社会経済情勢の変化

積極的な制度的保護や帯域の一層の拡大が課題

・他の無線局に迷惑をかけない
・積極的な保護を受けない

・免許局に匹敵する利用の拡大
・保護を受ける必要性

・利用帯域は限定的
・利用帯域が飛躍的に拡大

利用の拡大 利用の一層の拡大

帯域の拡大 帯域の一層の拡大

免許不要局にも一定の責任
（電波利用料の徴収の検討）

 

 

③ こうした背景の下、今後、電波の有効利用の推進と負担の公平の観点か

ら、従来の整理に代えて、免許不要局からも一定の電波利用料を徴収すべ

きとの見解と、自由な電波利用環境を維持する観点から、現行どおり非徴

収とすべきとの見解が表明されたところである。いずれにせよ、免許不要

局の電波の利用形態に即して徴収の適否についての検討が必要である。 

④ そこで、免許不要局について、電波の占用の有無の観点から、次の２形

態に分類して検討を進めることとした。 

ア 帯域非占用型（ＩＳＭ帯域、微弱無線局等） 

電子レンジ等の高周波利用設備の利用や、複数の無線システム（免許

局、小電力無線システム等）が共同で利用している形態。免許局などの

他の無線システムとの共用が可能であり、一定の周波数帯域幅を占用し

ないもの。 

イ 帯域占用型（５ＧＨｚ帯等） 

特定の小電力無線システム（情報家電専用帯域等）が、一定の周波数

帯域幅を占用する形態。免許局などの他の無線システムによる利用を排

除・制限しているもの。 
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⑤ 近年、小電力無線システムについて「使い勝手がよい周波数」の利用を

可能とし、一定の通信品質の確保を目的として、各種の小電力無線システ

ムごとに特定の周波数帯域幅を割り当てる、帯域占用型の周波数帯域幅が

拡大してきており、産業界からは、帯域幅の更なる拡大に対する要望が提

起されている。 

一方、こうした「使い勝手がよい周波数」については、携帯電話システ

ムなど免許局用の帯域幅拡大についても要望が提起されているところであ

る。 

小電力無線システムと免許局で、こうした要望が競合していることや、

経済的価値を有する周波数帯域を占用していることを踏まえれば、帯域占

用型の小電力無線システムについては、 

ア）免許局等との電波利用料負担の公平性を確保する必要があること 

イ）経済的価値を勘案した使用料額を徴収し、電波有効利用の推進を図

る必要があること 

ウ） 電波利用社会の発展のために必要な財源を、広く薄く、電波利用

者全体で負担することが適当であること 

エ） 電波監視等の利益を受けていること 

などから、経済的価値を勘案して定める使用料額などについて、負担を

求めることが適当とする見解がある。 

免許不要局の分類

複数の無線システムや高周波利用設備など
が共同利用している形態。
免許局等との共用が可能であり、一定の帯域
幅を占用しないもの。

（例）
①ＩＳＭ帯域
②微弱無線局

特定の無線システムが、一定の帯域幅を
占用している形態。
免許局等による利用を排除・制限するもの。

（例）
○情報家電等

現に運用している帯域が占用型に分類される場合

今後、新たに割り当てる帯域での利用料徴収との

整合性の問題はあるが、現存する免許不要局の負担

関係との整理が課題

～特に、基準認証者からの代行徴収とする場合、新規と

既存の切分けが課題

今後、新たに占用帯域として割り当てる場合

一定の帯域幅を占用。当該帯域への他の免許局

（携帯電話等）の参入を排除・制限。不公平感が強い。

帯域非占用型

帯域占用型
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ただし、帯域占用型の小電力無線システムについて電波利用料の徴収が

適当とする立場からも、既存周波数帯域において、既に開設されている免

許不要局との負担の公平性が必要であるとの指摘や、使用料徴収について

逼迫地域と非逼迫地域の区別は困難との指摘がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負担の公平性について

相当額の負担

負担なし

免許不要局を非徴収とした場合、負担の公平性確保が課題。

【負担額】 免許局

免許不要局

周波数逼迫対策等
は、免許不要局にも
受益発生

周波数逼迫対策等
は、免許不要局にも
受益発生

※電力の大小について

小電力無線局は、他の無線局に影響を与える程度は小さいが、逼迫対策等の受益の程度とは無関係。
電力の大小は、使用料の算定時に勘案することも可。

免許不要局からの徴収を行う場合の課題

１ 既に使用されている免許不要局に対する徴収

２ 免許不要局からの使用料の徴収

逼迫地域非逼迫地域 非逼迫地域

代行徴収者

既存電波利用者 既存電波
利用者

新規電波
利用者

徴収開始
購入

電波利用料
納付

同じ帯域で電波利用料を負担した者
と負担していない者が併存

？

逼迫地域か否かで料額を変える
ことは不可
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⑥ この場合、一定の周波数帯域幅を占用する特定の小電力無線システムが

負担すべき総額を、個々の無線局が如何に徴収するのか。その具体的な徴

収方法については、徴収コスト等の観点、及び自由な電波利用環境をでき

るだけ大切にする観点を踏まえた検討が必要である。 

例えば、携帯電話では、携帯電話端末の所有者は一般のユーザであるが、

上記の観点も踏まえ、電波利用料はユーザからではなく、一括して携帯電

話事業者から徴収することとしている。 

これは、携帯電話端末の運用者を、端末の所有者ではなく携帯電話事業

者と擬制することにより制度化したものであるが、小電力無線システムに

ついても、所有者か否かだけをメルクマールとするのではなく合理的な徴

収方法について、一種の擬制又は代行徴収制度の活用も含めて検討・工夫

が必要である。 

この場合の具体的な徴収方法の検討例として、前述の携帯電話の例の他、 

ａ 小電力無線システムの製造段階に着目して、製造メーカの出荷時に

課金する方式（例：酒税方式） 

ｂ 個々の無線局の開設が電波法上、可能となる段階に着目して、基準

認証の実施者に課金する方式（例：迅速な電波再配分のための立退き料

の負担方式） 

ｃ 流通段階で課金する方式（例：軽油引取税方式） 

などの方法が考えられるが、流通過程での課金方式については、国内の

数段階にわたる流通体系において、二重課金を防ぐ必要があるとの法制上

の指摘がある。 

（参考） 
a について 

酒税法においては、酒税の納税義務者を、酒類の製造者および酒類を保税地

域から引き取る者（酒類引取者）としている。（法６条） 酒税を最終的に負

担する者は、一般的に、その酒類を飲用する消費者であるから、消費税本来の

建前からいえば、できるだけ消費者に近い段階を酒税の納税義務者とすること

が望ましいが、納税義務者を消費に近い段階におくことは、納税義務者の数が

多数になり、徴税技術上の問題があるほか、「租税は最小の徴税費で」という

原則にも反することになる。そこで、酒税法では、酒類の生産、販売、消費の

各段階の中で、関係者の最も少ない酒類の製造者及び酒類引取者を納税義務者

とし、それぞれ、酒類を製造場から移出したとき及び保税地域から引き取った

ときをとらえて課税している。（要説酒税法（税務経理協会）より抜粋） 
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b について 

電波再配分の迅速な実施により特に強い受益が生ずる新規参入者による追加

的な電波利用料の負担については、電気通信事業者が介在する無線ＬＡＮ事業等

の場合と、電気通信事業者が介在しない情報家電等の場合に分けた上で、免許不

要局からの徴収制度が導入されている。前者については、電気通信事業者が自ら

電波を利用し、かつ、個々のユーザが電波を利用できる環境が実質的に整備され

ていることから、電気通信事業者が自己の利用分及びユーザの利用分の双方を支

払う制度としている。後者については、基準認証に係る表示を付した者によって、

個々のユーザが電波を利用できる環境を法的に整備していることに着目し、基準

認証に係る表示を付した者が支払う制度としている。（基本的な考え方について

は、本節末の参考参照） 

 

ｃについて 

軽油引取税は、小売店や消費者などの軽油の購入者等に係る税金であり、流通

段階で課税している。具体的には、特別徴収義務者として指定されている元売業

者（軽油を製造・輸入または販売する者）または特約業者（元売業者との販売契

約に基づき、継続的に軽油の供給を受け、これを販売する者）が、小売業者や消

費者に軽油を現実に引き渡したときに、代金と一緒に税金を受け取り、これを都

道府県に申告・納入する。その収入については、道路の新設・維持管理等に要す

る費用に充てることとされている。 

 

なお、こうした方法による場合であっても、その負担は、製品価格等に

転嫁され、本来の電波利用者の負担となることから、電波有効利用のイン

センティブは機能するとの見解がある。 

 

⑦ 他方、以下の理由により現行どおり非徴収を維持すべきとする見解があ

る。 

ア） 免許不要局としての自由な電波利用環境をできるだけ大切にするこ

とが重要であること。 

イ）今後、発展が期待される小電力無線システムから電波利用料を徴収す

ることとすると、利用者の負担が増加しその発展・普及の阻害要因と

なるおそれがあること。 

ウ） 小電力の無線システムであり、他の無線局に混信を及ぼすおそれが

なく、電波監視等の利益も反射的なものであること。 
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エ） メーカから代行徴収等する方法では、電波有効利用インセンティブ

は機能しないこと。また、製品価格に上乗せする場合、小電力無線シ

ステムを実際には利用しない購入者にまで負担を求めることとなり、

適当ではないこと。 

オ）  諸外国では免許不要局からは電波利用料を徴収しておらず、諸外国

との制度の整合性の確保が必要であること。 

特に、基準認証の実施者から代行徴収をする場合には、基準認証に

関する欧州等との相互承認協定に関し、国内製品と海外製品との公平

性の確保が重要であること。 

なお、仮に免許不要局からの徴収が適当とする場合であっても、具体的

な徴収方法については、充分な検討が必要との見解もある。 

 

当研究会としては、免許不要局からの電波利用料の徴収の適否及び徴収す

る場合の徴収方法等については、本研究会での複数の見解を広く一般に公表

し、頂いたご意見を参考としつつ、改めて意見集約を図ることとした。 

 

 



 - 80 -

（参考）電波再配分における小電力無線局の費用負担のあり方について検討を

行った「電波有効利用政策研究会 第三次報告書（平成 15 年 12 月）」

を踏まえた電波法改正の基本的な考え方 

 

１．ユビキタス社会実現に向けた小電力無線システムの新たな周波数帯の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．免許不要局における給付金の負担の考え方 

 

 

 

・電子レンジ（高周波利用設備）
・無線LAN（免許不要）

・情報家電（免許不要）
・アマチュア無線（免許） など

現在、2.4GHz帯（ISMバンド）

追加割当て（例：5GHz帯）

既存の電波利用者に
とっては、世界に類を
見ない厳しい措置

⇒立退き料の発生

立退きの明確な目的
を明らかにする必要

迅速な再配分

2.4GHz帯よりクリアな品質

無線LAN専用型

ビジュアル系大容量伝送が可能
（2.4GHz帯よりクリアな品質）

情報家電専用型

併存型

＜屋内外シームレス＞

立退き料を支払う者は、
戦略的な事業展開が可能

日本発の新IT社会を構築す
る上で、移動通信端末や情
報家電は我が国の得意分野

日本発の新IT社会を構築す
る上で、移動通信端末や情
報家電は我が国の得意分野

電波の再配分の受益 ⇒ 電波の利用者

免許の世界 免許不要の世界

電波の利用者を

免許人として把握
電波の利用者を

行政は把握していない

徴収方法の検討が必要
（代行徴収を含む）

電気通信事業者が自己の利用分の
支払とユーザの利用分を支払

徴収は容易

基準認証に係る表示
貼付者が支払

（製品価格に転嫁）（サービス料金に転嫁）

電気通信事業者が自ら電波を利用し、
かつ、個々のユーザが電波を利用
できる環境を実質的に整備

自由な電波
利用環境を
できるだけ
大切する視
点が必要

基準認証に係る表示貼付者が、
個々のユーザが電波を利用
できる環境を法的に整備

電気通信事業型 情報家電型

年会費 入会金
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３．免許不要局からの徴収方法について 

免許不要局からの徴収免許不要局からの徴収

基地局

電気通信事業者による
無線LAN事業の場合

情報家電の場合

電波の利用者を
総務省は把握していない

電気通信事業者が負担

（基地局数を勘案）

基準認証の表示貼付者
（メーカ等）が負担
（表示数を勘案）

（製品価格に転嫁）（サービス料金に転嫁）

技術基準への適合性
を示すマーク

・無線局免許が不要 等

※無線設備に技術基準への適合を示す表示

を貼付した時点で、無線局の運用が可能。

（参考）基準認証の表示について

電波再配分に係る免許不要局からの追加的電波利用料 ［改正電波法（5/19公布）に規定］

・電気通信事業者が提供するサービス（無線ＬＡＮ等）の場合 ・・・電気通信事業者が負担

・情報家電などの場合 ・・・基準認証の表示の貼付者（メーカ等）が負担



 - 82 -

第２節 国、地方公共団体の扱い 

① 現在は、国や地方公共団体に対しては、電波利用料の減免措置が設けら

れている。これは、無線局全体に利益がある電波行政経費でも、電波監視

や無線局データベースに係る費用以外の、無線局の拒否監督及び検査等の

費用については、一般財源（税）で負担していることから、国等が負担す

る場合の電波利用料額（現行の算定方法で約１２億円程度）と相殺できる

と考えられるため、国等から電波利用料を徴収したとしても、資金が国庫

間で循環しているに過ぎず、事務の複雑化を招くだけで実益に乏しいと考

えられることを踏まえたものであり、他の手数料制度においても国は免除

対象になっている。 

また、地方公共団体が開設する無線局の中でも、特に消防無線等は国民

の生命、身体、財産の保護に係る高い公共性があることを重視して、地方

公共団体等に財政的な負担を課すことにより、住民にとって不可欠な行政

サービスの水準が結果として低下することを避ける観点から設けられた

ものである。 

② しかしながら、こうした特例措置については、学識経験者や民間事業者

の立場からは、電波の有効利用を図る観点や負担の公平性の確保の観点か

ら、国や地方公共団体にも一定の電波利用料負担を求めるべきとする意見

が提起されている。 

（参考）規制改革・民間開放推進３か年計画（平成 16 年 3 月 19 日閣議決定） 

○ 電波利用料制度の抜本的見直し（総務省） 

電波利用料制度について、電波利用料の性格についての見直しも含め、抜本的に

制度を見直す。 

この際、公的機関に割り当てられた周波数に関しても、その効率的な利用を促す

ため、利用料制度を導入することについて検討する。 

［平成１６年度中に検討・結論］ 

③ 他方、国、地方公共団体の無線は、国民の生命、財産の保護に係る公務

に必要不可欠なものであり、一般の経済活動とは異なり、電波利用料の徴

収が必ずしも電波の有効利用のインセンティブにはつながらないとの意見

もある。 
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④ さらに、これらの双方の意見については、 

・特に電波の有効利用が強く求められるのは電波の逼迫地域や逼迫帯域で

あること 

・消防無線等の国民の生命、身体等の保護に係る高い公共性の認められる

分野は、行政サービスの水準の維持が不可欠であること 

などを踏まえれば、逼迫地域等で電波を使用する場合に限って、国や地方

公共団体に一定の負担を求めることが、電波の有効利用のインセンティブ

にもつながり、他の免許人との公平性の観点からも必要ではないかとする

意見も提起されている。 

⑤ なお、本件に関連して、消防無線については、現在、デジタル化に向け

た投資を全国的に進めており、新たに電波利用料を課すことにより、こう

した地方自治体の取組みに影響を及ぼすのではないかとの問題提起があっ

たところ。 

当研究会としては、この点についても、本研究会での複数の見解を広く一般

に公表し、頂いたご意見を参考としつつ、改めて意見集約を図ることとした。 

 

① 電波利用料を徴収しても、国庫の中での循環であること
② 消防無線等は国民の生命、身体、財産の保護に係る高い公共性

Ｂ－１案 全ての無線局に一定の課金

Ｂ－２案 逼迫地域及び逼迫帯域（例：６GHz以
下）での電波利用に限って、一定の課金

Ａ案：現行どおり、減免Ａ案：現行どおり、減免 Ｂ案：公共性の高さを勘案して徴収Ｂ案：公共性の高さを勘案して徴収

国・地方公共団体の扱い

国等に電波利用料の特例措置が設けられている理由

行政サービスの水準維持と電波有効利用の必要性

電波利用料徴収の検討
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第７章 その他の課題 

第１節  電波利用者の負担額の歯止め 

今回の電波利用料の見直しにあたっては、新たに経済的価値に基づく料金

を徴収することとしているが、他方で、料額の高騰を防止し、ワイヤレス産

業の衰退懸念を払拭する観点からは、電波利用料の使途及び料額に一定の歯

止めを設けることが適当である。 

具体的には、負担額の歯止めとして、 

  ア 電波利用料の使途は、現行の電波利用共益事務と同様に、法律に限定

的に規定することを基本とすること、 
 

  イ 電波利用料の料額は、個々の料額を法律に規定することを基本とする

が、詳細にわたるときは、必要に応じ、徴収総額の上限を法定した上で、

個別の料額は下位法令に規定する等の仕組みとすること 

 の双方を確保することが適当である。 
 
（参考）電波利用料の使途に関する現行法の規定（第 103 条の 2 第 2 項） 

「電波利用料」とは、次に掲げる事務その他の電波の適正な利用の確保に関し総

務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用

（「電波利用共益費用」）の財源に充てるために免許人［等］が納付すべき金銭を

いう。 

    一 電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査 

    二 総合無線局管理ファイル［無線局データベース］の作成及び管理 

    三 電波のより能率的な利用に資する技術を用いた無線設備について無線設備

の技術基準を定めるために行う試験及びその結果の分析 

    四 ［アナアナ変換に係る］特定周波数変更対策業務 

    五 ［電波再配分に係る］特定周波数終了対策業務 

 

なお、今回の見直しの結果、料額の極端な変動等によって、個々の電波利

用者の電波有効利用に向けたインセンティブを著しく阻害することが懸念

されるときには、その段階的な実施を図るなどの検討も必要と考えられる。 



 - 85 -

 

第２節 包括免許におけるシステム切替え時の電波利用料の納付手続 

① 現行の包括免許制度の下では、第２世代携帯電話のような現行システム

から第３世代携帯電話のような新システムに移行する場合に、同じ携帯電

話事業者の契約の中でのシステム変更であっても、無線局の廃局及び新設

となるため、１年未満の一定期間、双方のシステムについて電波利用料の

支払いが必要とされている。 

 

② この点について、システムによって使用する周波数が異なるため、無線

局管理上は、無線局の廃局及び新設と整理する必要がある。しかし、電波

利用料の負担の公平感の観点からは、包括免許人を同じくする場合は、携

帯電話システムの中での機種変更として扱うこととし、電波利用料の納付

手続きの合理化を図ることが適当である。 

 

③ なお、本件について、他の無線システムにおいても同様の問題が存在す

る場合には、同様の措置が必要か否か、社会通念に照らして適切に判断す

る必要がある。 

 

 

 

包括免許におけるシステム切替え時の電波利用料の納付手続

加入者が現行システムから新システムに移った場合、現行システムで３月末まで払った電波利用
料に加え、新システムでも年度途中から３月末までの電波利用料を重複して支払う必要がある。

新システムへの円滑な切替えを図る観点から現行の電波利用料制度における納付
手続の合理化の検討が必要ではないか。

新システムへの円滑な切替えを図る観点から現行の電波利用料制度における納付
手続の合理化の検討が必要ではないか。

契約者数

4/1  5/1  6/1     ・ ・ ・ 3/1
現行システム

重複して支払う
電波利用料部分

前月末純増数をもとに毎月、
月割りで電波利用料を納付

4/1  5/1  6/1     ・ ・ ・ 3/1
新システム

（包括免許応当日は４月と仮定）
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別 紙

電波利用料を用いた研究開発の具体的項目（例） 

比較的逼迫度が低い

3GHz 6GHz

〔低マイクロ波帯〕 〔高マイクロ波帯〕

《周波数帯》

〔長・中・短波〕

30MHz 30GHz

〔ミリ波帯〕

【電波の逼迫度】

逼迫度が高い

〔ＶＨＦ帯〕 〔ＵＨＦ帯〕

ＶＨＦ・ＵＨＦ帯における
既存システムとの周波
数共用技術の研究開発

移動通信システムの高度
共用技術の研究開発

高マイクロ波帯への周波
数移行を促進するための
基盤技術の研究開発

未利用周波数帯
へのブロードバ
ンド通信等導入
技術の研究開発

次世代無線通信測定技術の研究開発

周波数を共用する技術が必要 周波数移行を促進する技術が必要

レーダーの狭帯域化技術の研究開発

衛星通信と他のマイクロ波帯通信の共用技術の研究開発

 

 

１．未利用周波数帯へのブロードバンド通信等導入技術の研究開発

○ミリ波帯ブロードバンド通信システムのための基盤技術の研究開発

○ミリ波用ブロードバンド通信システム用アンテナ技術の研究開発

○ミリ波帯長距離通信技術の研究開発

ミリ波帯ブロードバンド無線
システム用の基盤技術の研
究開発

ミリ波長距離通信技術の
研究開発

ミリ波ブロードバンド通信シ
ステム用アンテナ技術の研
究開発

具体的な研究開発課題（例）具体的な研究開発課題（例）
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２．ＶＨＦ・ＵＨＦ帯における既存システムとの周波数共用技術の研究開発

ＶＨＦ・ＵＨＦ帯において、既存システムの周波数共用を推進するため、以下の技術の研究開発を
行なう。

○高速キャリアセンス技術の研究開発

○複数チャンネルバンドルアップ技術の研究開発

○周波数共用している中での高能率伝送技術の研究開発

○異なるシステム間の不要電波抑圧技術

○周波数共用条件に関する研究

使用中

広帯域な周波数帯

使用中 使用中 使用中

複数チャンネルバンドルアップ技
術により、飛び飛びのチャンネル
を、あたかも１つのチャンネルで
あるかの様に利用する。

周波数共用している中での高能率伝送技術によ
り、空きチャンネルの状況に合わせて方式や伝
送速度や電力を自由に設定し、かつ、高能率に
伝送を行う。

異なるシステム間の不要電波抑圧技術により、
任意の周波数において、隣接したチャンネルで
あっても、お互いのシステムを保護する。

具体的な研究開発課題（例）具体的な研究開発課題（例）

高速キャリアセンス技術により、
高帯域の周波数帯を高速にス
キャンし、高能率伝送に適した
空き周波数を発見

 

 

３．移動通信システムの高度共用技術の研究開発

低マイクロ波帯において、無線ＬＡＮ、無線アクセスシステム等と既存システムの周波数共用を推
進するため、以下の技術の研究開発を行なう。

○空間分割多重通信技術の研究開発

○次世代高能率伝送技術の研究開発

○周波数可変モジュールの研究開発

○低マイクロ波帯不要電波抑圧技術の研究開発

○周波数共用条件に関する研究

基地局 高
指
向
性
ビ
ー
ム

・・・０１０１００１０００１００１１１０・・・

既存システム

次世代システム

既存システムのビーム

空間分割多重通信技術によ
り、既存の無線通信システム
が使用している空間を避ける

低マイクロ波帯不要電波抑圧
技術により、周波数帯が変
わっても、柔軟に不要電波を
低減する

次世代高能率伝送技術により、周囲の
電波環境に応じた最適な通信方式を選
択することにより、大幅にスループット
（伝送効率）を向上する

周波数可変モジュール技術により、
周波数帯の変更に適切に対応する

具体的な研究開発課題（例）具体的な研究開発課題（例）
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４．高マイクロ波帯への周波数移行を促進するための基盤技術の研究開発

○高マイクロ波帯無線通信システムの低消費電力化技術の研究開発

○高マイクロ波帯用高出力無線パワーアンプの研究開発

○高マイクロ波帯用移動衛星通信システム用アンテナの研究開発

○高マイクロ波帯可変フィルタリングシステムの研究開発

ＶＨＦ・ＵＨＦ帯 低マイクロ波帯 高マイクロ波帯

既存の無線通信システム
既存の無線通信システム

既存の無線通信システム

周波数移行を促進

高性能・小電力・低
廉価・大量生産可能
な無線通信システム

具体的な研究開発課題（例）具体的な研究開発課題（例）

 

 

５．レーダーの狭帯域化技術の研究開発

レーダーと他の無線通信システムを周波数帯を共用して使用する場合に問題となるレーダーの電
波について、レーダーの必要帯域幅を減少させる技術及び送信スプリアスを低減させる技術の研究
開発を行う。

現在の必要帯域幅

レーダーの電波

他の無線システムの電波

不必要な電波
（スプリアス）

レーダーの不必要な電波（スプリアス）が
他の無線システムに妨害を与える

不必要な電波（スプリアス）を
低減する技術

周波数

狭帯域化

レーダーの必要帯域幅を狭帯
域化する技術

○レーダーの狭帯域化技術

○レーダーの送信スプリアス低減技術

○周波数共用条件に関する研究

具体的な研究開発課題（例）具体的な研究開発課題（例）
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６．衛星通信と他のマイクロ波帯通信の共用技術の研究開発

通信衛星

地上固定

マイクロ通信地球局移動通信基地局

衛星から

不感領域

不感領域

不感領域

アンテナを真上から見た場合

不感領域

不感領域

不感領域

不感領域（ヌル・
ポイント）を自在
に設定し、不要な
電波の受信に伴
う干渉を排除

受信不要

受信対象

アンテナを真横から見た場合

不感領域は、
様々な方向に
自由に設定・
変更可

○干渉除去用アダプティブアンテナの研究開発

○周波数共用条件に関する研究

具体的な研究開発課題（例）具体的な研究開発課題（例）

 

 

７．次世代無線通信測定技術の研究開発

近年の無線通信のデジタル化、広帯域化に伴い必要性が増している以下の測定技術の研究開発
を行う。それにより、より正確かつ実用的な周波数の共用基準の策定に資する。

○広帯域EIRP測定技術の研究開発

スプリアス発射等の影響を正確に測定し、適切な周波数共用基準を導出するために、これまで測
定が困難であった広帯域のEIRP（等価等方輻射電力）を正確に測定する技術の研究開発を行なう。

○高速測定技術の研究開発

広い帯域幅や、高い周波数帯を使用する無線設備について、著しく多い項目となる測定・試験を
短時間で実施するため、これまで不可能であった高速度による測定を可能とする技術の研究開発を
行う。

ＥＩＲＰの測定

広帯域のＥＩＲＰを正確に測定
これまで不可能であった

高速度による測定

具体的な研究開発課題（例）具体的な研究開発課題（例）
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別添１ 

 

現行電波利用料制度に対する関係者の見解とりまとめ 

～電波利用料部会におけるヒアリング概要～ 

 

［１］電波利用料の基本的性格 

１．現行電波利用料の基本的性格は維持すべき 

  電波を安心して利用できる環境を整備構築するために必要な経費について、

電波利用者が応分の負担をするという考え方は適当であり、電波利用共益費

用を徴収するという現行の電波利用料の基本的な性格については維持すべき

との意見が既存の免許人を中心として多く述べられた。 

  しかし、電波利用料の基本的な性格を維持すべきとの意見には、 

① 現行制度のまま変更を加えるべきではない 

② 電波の利用実態の変化に合わせ部分的な見直しが必要である 

という両方の意見があった。 

 

（１）現行制度のまま変更すべきでないとする意見 

  ① 電波利用共益費用としての性格の維持が適当 

電波利用料に電波使用の対価としての性格を持たせることについては、電

波利用共益費用の負担という現行制度の趣旨と大きく異なることとなるた

め適当でない。（衛星事業者、放送事業者、移動通信事業者、電気事業者等） 

  ② 多様な算定要素の勘案の困難性 

電波使用の対価を徴収することとした場合、多様な算定要素を取り入れ

た上で、合理的な算定方法を確立することは困難ではないかとの懸念。 

（放送事業者等） 

③ 他の施策の活用 

電波有効利用へのインセンティブ付与は、電波利用状況の調査・公表に

基づく再配分計画の策定や免許付与時における審査等、電波利用料以外の

制度、施策の中で検討することが適当。（衛星事業者等） 



 - 91 -

（２）電波の利用状況の変化に対応して見直されるべきであるという意見 

① 電波利用者間の負担の公平性が必要 

現行制度における課題として、特に、携帯電話端末の急激な増加により、

電波利用料制度導入時とは大きく状況が異なったため、電波利用料徴収に

係る受益と負担のバランスが大きく崩れてきており、免許人間で負担に対

する不公平感が増大している。こうした不公平を是正するような仕組みが

必要。（移動通信事業者、経済団体、学識経験者等） 

 

② 有効利用へのインセンティブの必要性 

現行の電波利用料制度においては、例えば移動通信のハーフレート化、

マイクロセル化等によって電波利用の効率化を図った場合、かえって課金

単位となる無線局数が増えることによって電波利用料の負担が大きくなっ

てしまうといったように、電波有効利用へのインセンティブが働かないと

いう問題点があり、有効利用へのインセンティブを働かす仕組みの構築が

必要。（移動通信事業者、経済団体、学識経験者等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• １ユーザが占有する無線伝送帯域を半分にし、システム容量を改善し周波数有効利用を図る。• １ユーザが占有する無線伝送帯域を半分にし、システム容量を改善し周波数有効利用を図る。

電波の有効利用対策（携帯電話システムの例）

5ch 6ch1ch 2ch 3ch 1ch 2ch 3ch 4ch

3チャネル（フルレート）3チャネル（フルレート） 6チャネル（ハーフレート）6チャネル（ハーフレート）

ハーフレート化ハーフレート化

25KHz 25KHz

f  2

f  4f 3

f 1

f  2

f  4f  3

f  1

f  2

f  4f  3

f  1

f  2

f  4f  3

f  1

f  2

f  4f  3

f  1

• 無線基地局間の距離を従来の1.5～2km程度を0.5～1km程度まで小ゾーン化。

• 小ゾーン化することで、周波数の繰り返し使用により、周波数有効利用を図る。

• 無線基地局間の距離を従来の1.5～2km程度を0.5～1km程度まで小ゾーン化。

• 小ゾーン化することで、周波数の繰り返し使用により、周波数有効利用を図る。

マイクロセル化マイクロセル化

マイクロセル化
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２．電波の経済的価値・電波使用の対価の徴収が必要 

現行の電波利用料制度においては、電波使用の対価は徴収されていないが、

電波使用の対価を徴収することにより、電波の有効利用へのインセンティブが

付与され、より効率的に電波を利用できる電波ユーザーへの代替が促される。

その結果として、非効率的利用者の自発的退出が促されるほか、既存の免許人

と潜在的な免許人の間に競争が生まれることにより、新規の電波利用技術の開

発が促進され、より優れたビジネスモデルを有する者の新規参入が一層促進さ

れる等、長期的に国民経済にも非常に大きなプラスの影響を与えることが期待

される。（学識経験者等） 

 

３．オークション方式に対する懸念 

また、現行制度を維持すべき、あるいは変更すべきとの両方の意見の関係

者から、仮に現行の制度に変更が加えられるとしても、電波利用料の算定に

当たり、欧米で実施されたオークション方式は、落札額の高騰によりＩＴ産

業の低迷を招き、ひいては電波の有効利用を著しく阻害する危険性があるこ

とから、少なくとも当面の間は採用すべきではない、又は長期的な研究課題

とすべきとの意見が多く述べられた。 

いずれにせよ、今回の見直しにより、オークション方式を早期に導入すべ

きとの意見は見られなかったところである。 

 

［２］算定方法のあり方 

 現行の算定方法を継続していくべきか否か、また算定方法を見直すとした場合、

いかなる方法で算定することが適当かについては、様々な意見が表明された。 

 

（１）現行の算定方法を維持すべきとする意見 

 ① 現行算定方法の簡明さを維持すべき 

  現行の算定方法では、コストと料額の関係が簡明で、わかり易く、合理

的であり評価できる。（放送事業者等） 
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 ② 既得権益化の懸念 

    電波利用料に電波使用の対価としての性格を持たせることになると、対

価を支払った免許人による電波利用が既得権益化するおそれがある。（学識

経験者等） 

   

③ 電波利用共益費用としての性格に鑑み、収益性、電波の需要の程度等につ

いては勘案すべきではない。 

    電波利用共益費用を負担するという電波利用料の性格に照らせば、収益

性は勘案すべきではなく、同様に、電波の需要の程度についても、電波利

用共益費用に大きく影響を与えるものではないであろうことから勘案する

ことは適当ではない。（衛星事業者、放送事業者等） 

    

（２）算定方法を見直すべきとの意見 

 ① 電波の経済的価値を勘案した価格設定が必要 

ア 電波利用料の算定方法は従来どおり電波監視等の電波利用共益事務

による受益に応じて負担すべきであるが、例えば、より多くの電波を

利用している場合は、電波監視から受ける恩恵も大きいと考えられる

との観点から、現行の算定方法に、帯域幅、出力等の電波の量的要素

を組み込むことも考えられる。（移動通信事業者） 

  

  イ 電波有効利用インセンティブを働かせるために、電波使用の対価、

電波の経済的価値に基づいた料金を徴収することとした場合、望まし

い料額として、それぞれの周波数帯に対する需要が、その周波数帯の

供給量に一致するような、「均衡使用料（均衡価格）」に設定されるこ

とが、もっとも市場効率的で望ましい。現実的には、市場での価格設

定が難しい場合であっても、管理者（政府）が需要水準を勘案して価

格を調節することによって、近似的に「均衡使用料（均衡価格）」の実

現が可能である。（学識経験者） 
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ウ 電波有効利用のインセンティブを働かすため、現行の無線局数を基

準とした算定方式から、占用する帯域幅、空中線電力等を考慮した算

定方法の検討が望ましい。（移動通信事業者、経済団体、学識経験者等） 

   

エ 電波の需要の高い帯域を使用している場合は一定の割増率を乗ずる

ことや、利用状況調査に基づく電波有効利用の程度の評価を料額に反

映させることを検討すべき。（移動通信事業者、経済団体等） 

 

② 無線局の用途ごとの特殊性を勘案すべき 

  無線局の用途によっては、以下のとおり、それぞれ特殊な事情を有する

場合がある。電波利用料の算定方法を見直すに当たっては、こうした無線

局の用途ごとの特殊性についても勘案すべき。 

 

ア 衛星等 

衛星通信、中波放送・短波放送などの用途には、国際的に電波利用の

方式が取り決められており、その取り決めにしたがって運用することが

必須となっている。有効利用を進めるにも、他の国内に限定的な電波利

用と比べてより大きな制約が課されており、電波の型式や割当の変更が

困難である。 

また、国際的な周波数の調整には、政府間の協議のみばかりでなく、

細部にまでわたる事業者間の技術的な調整にも、相当の資源を費やして

いることも考慮すべき。（衛星事業者、放送事業者） 

 

イ 放送 

放送は、広い範囲の不特定多数に一斉に情報を伝える国民生活に不可

欠なメディアで、非常災害時の緊急情報提供など社会的・公共的な使命

も担っている。また国民に広く定着していることから、新技術の導入に

は従来技術との両立性（既存技術との両立性のない方式への移行には、

長期にわたるサイマル放送が必要となる）が前提となり、電波の形式や

割当変更が困難であり配慮が必要である。（放送事業者） 
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ウ 海上無線 

   海上における無線利用については、国際的に電波を共有している場合

が多く、自然雑音、人工雑音、混信といった状況が頻発する。従って、

電波使用の対価の徴収対象となるものとは考えられない。また、海上に

おいては、陸上と異なり、一定以上の距離を離れると無線が唯一の連絡

手段となり、当面他の手段も想定できないことから、電波の経済的価値

を勘案する考え方にはなじまない。（全国漁業無線協会） 

 

［３］徴収対象のあり方 

１．国及び地方公共団体に対する特例措置について 

  現行の電波利用料制度においては、国及び地方公共団体に対して、電波利

用料の徴収を減免する特例措置が講じられている。 

   

この国及び地方公共団体に対する電波利用料徴収の特例措置を継続すべき

か、あるいは廃止すべきかについては、現在特例措置を受けている者からは

引き続き減免措置を継続すべきとの意見がある一方、電波利用料を負担して

いる免許人等からは、公平性の確保の観点から特例措置を廃止すべきとの意

見が示された。 

 

（１）特例措置は継続すべきとする意見 

① 高い公共性（消防・救急無線）を考慮すべき 

  現在、電波利用料の徴収が免除されている消防･救急無線については、専

ら住民の生命、身体、財産の保護のための消防・救急活動に使用するため

に、市町村において設置されているものであり極めて高い公共性を有して

いる。さらに、緊急消防援助隊が充実化されるなど、大規模災害時の消防

救急活動における消防・救急無線の重要性はますます増大していることか

ら、消防が使用する無線通信については、現行どおり、電波利用料徴収の

適用除外とすべきである。また、消防用の無線についてもデジタル化への

移行といった電波の有効利用へ向けた努力がなされている。（消防） 
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② 電波利用が公共サービス提供のための手段であることを考慮すべき 

  警察、消防等による電波利用は、営利目的の通信事業等のように電波の

利用そのものをサービスとして提供するものとは異なり、警察サービス、

消防サービス等の公共サービスを提供するために必要な手段として電波を

利用するものであることを考慮すべきである。（学識経験者） 

 

（２）特例措置を廃止すべきとする意見 

① 免許人間の公平性の確保の必要性 

国及び地方公共団体の開設する無線局についても、電波監視や総合無線

局監理システム等による利益を受けている以上、他の無線局免許人との公

平性を確保する観点から、その受益の程度に応じた負担をすべき。（移動通

信事業者、衛星事業者、電気事業者、経済団体、学識経験者等） 

② 電波利用に係る費用の顕在化の必要性 

  国の無線局については、電波利用料を徴収するとしても、徴収する電波

利用料は国庫から支出されるため、資金が国庫の中で循環しているに過ぎ

ず実益が無い（国庫循環の問題）との指摘もあるが、徴収を行うことによ

り公共機関の電波利用に係る費用が可視化、顕在化されることで、コスト

削減と電波有効利用へのインセンティブが働くことになる。（経済団体、学

識経験者等） 

 

２．免許不要局からの徴収について 

  現行では、免許不要局は、電波利用料の徴収対象となっていないが、引き

続き非徴収とすべきか、あるいは徴収の対象とすべきかについては、意見が

分かれた。 

 

（１）現行どおり非徴収とすべきとする意見 

  ① 低出力のため電波秩序に混乱をもたらす恐れが小さい 

    免許不要局は、発する電波が低出力で伝播範囲も小さく、電波の適正

利用に大きな混乱を生じさせる恐れがほとんどない。（経済団体等） 
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② ユーザーの特定が困難 

免許不要であるがために、不特定多数のユーザーが免許を要しない無

線局を利用しており、電波利用料を徴収するにもユーザーの特定が困難

である。また、仮にユーザーを特定できたとしても、徴収にかかるコス

トが大きくなってしまう。（メーカ団体等） 

 

③ 品質が保証されない周波数帯であることを考慮すべき 

現行の免許不要局の代表例である小電力無線ＬＡＮが使用している２．

４ＧＨｚ帯は、識別信号無しに電磁波を発射する電子レンジやＩＳＭ機

器等が混在する、いわば「保護されないバンド」である。このように、

周波数帯の品質が保証されず、周波数帯に対する排他的権利も有してい

ないことを考えると徴収は適当ではない。（移動通信事業者、メーカ団体

等） 

 

  ④ 国際的な整合性への考慮が必要 

    諸外国においても無線ＬＡＮ等については電波利用料を徴収していな

いことから、外国との整合性についても勘案すべき。（メーカ団体等） 

   

（２）徴収の対象とすべきとする意見 

今後、無線ＬＡＮ等のサービスが普及・拡大していくことを考慮すると、

全ての電波利用者間での公平性を担保するという観点から、電波監視等か

らの受益の程度に応じて徴収すべき。（移動通信事業者、放送事業者、電気

事業者等） 

ただし、徴収する場合であっても、徴収方法は現行の無線局とは異なる

方法を検討する必要がある。（放送事業者） 

 

［４］電波利用料の使途 

現行、電波利用料は、電波利用共益事務にその用途が限定されている。その

使途の範囲については、無限定に拡大すべきではなく、電波有効利用の推進に
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資する範囲内とすべきとの意見は多くの関係者で一致していたが、具体的には、

以下の用途について意見があった。 

 

（１）研究開発費への支出 

電波利用料からの研究開発費への支出については、 

ア 電波利用の共益的な範囲に留めるべき。（移動通信事業者、衛星事業

者、放送事業者、電気事業者等） 

イ 一定の支出額内の電波監理に関係するものに限定すべき。（移動通信

事業者） 

 

（２）違法な機器の監視・取締り 

 違法電波を発する機器の製品流通の監視及び取締り等にも支出を認める

べき。（移動通信事業者等） 

 

［５］その他の論点 

（１）還付制度 

   第３世代携帯電話への移行に伴い大量の無線局の廃止が見込まれること

から、無線局の廃局等により電波監理の必要がなくなった場合は、納付し

た利用料を還付する制度の導入の検討が必要。（移動通信事業者） 

 

（２）納付の方法 

① 電子納付システム 

納付手続きの省力化が図るために電子納付システムの導入が望まれ、

またその場合には、電子納付により電波利用料を納付した免許人には、

料額を割り引く等の優遇措置が望まれる。（移動通信事業者） 

② 地方における納付方法 

  僻地、離島等においては、電波利用料の納付窓口となる金融機関等が

限られており、より納付しやすい方法の検討が望まれる。（全国漁業無線

協会） 
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別添２ 

 

「電波利用料制度見直しのための論点整理」に関する意見募集の結果概要

（平成 15 年 12 月 25 日～平成 16 年 1 月 23 日） 

 

本研究会において今後検討すべき論点の整理を行った結果を、「電波有効利用

政策研究会 電波利用料制度見直しのための論点整理」として取りまとめ、昨

年１２月２５日から本年１月２３日の間、広く国民から意見を募集した結果、

２８者から概要以下のような意見を寄せられた。 

 

Ⅰ 電波利用料の基本的性格について 

 

 

① 電波の有効利用は、電波の利用状況調査・公表・評価制度や電波再配分制度によって達成

すべき。 

② 現行の制度は、使途と算定方法が明確。 

③ 電波の経済的価値を反映する場合、合理的、公平な算定方法の策定は困難であり、料額によ

っては、電波利用社会の発展を阻害する懸念がある  

 

 

① 利用者間の公平性の確保と電波の有効利用のインセンティブの付与という観点から、電波の

経済的 価値を反映した電波使用の対価としての性格を取り入れるべき。 

② 携帯電話事業、放送事業等の営利事業については、電波の経済的価値を反映した電波使用

の対価を徴収すべき。 

③ 現行の制度は、使途と受益者の関係が明確であり、基本的な性格は維持すべき。ただし、受益

と負担のアンバランスが生じており、電波の有効利用のインセンティブが働くよう一部見直しが

必要。 

④ 手数料（共益費用）の性格を維持し、必要に応じ、その改善を図ることが適当。 

（１） 電波利用共益費用としての性格を維持すべきとする意見（９者） 
放送事業者等、ＰＨＳ事業者、

衛星事業者、電気事業者 

（２） 電波利用共益費用としての性格を基本として電波の経済的価値 
  を反映するなど部分的見直しをすべきとする意見（９者） 

携帯電話事業者、衛星事業者、

メーカ団体、経済団体、個人 
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Ⅱ 電波利用料の算定方法について 

 

 

 現行制度においては、マイクロセル化等電波の有効利用を進めるほど電波利用料の負担

が大きくなり、有効利用のインセンティブとならない。電波の有効利用のインセンティブとなる

よう、電波の量的要素や  需要の程度を勘案すべき。 

 

 

 

① 電波の量的要素に応じた電波利用共益費用の増大は考えられない。 

② 無線システムの技術的特性等により必要となる電波の量的要素は異なり、合理的に課金

体系に反映することは困難。 

③ 電波の需要の程度は適切に測定することは困難。 

 

 

① 放送局は、国民が非常災害情報を知る上で欠かせないライフラインとして、また表現の自

由の確保等の役割を果たす等高い公益性を有することについて配慮が必要。 

② 放送局の電波利用料は、アナログ周波数変更対策業務実施に伴い、既に大幅に引き上げ

られており、また、規模の小さい地方局もデジタル化のための投資を行う必要があることに配

慮が必要。 

③ 国等、企業が行う真に公共性の高い業務の用に供する無線システムについては、配慮が

必要。 

④ 広い帯域幅の使用が不可欠といった技術的特性を有する無線システムについては配慮が

必要。 

 

 放送局による非常災害時の緊急情報提供などは、良識ある企業として当然の行為であり、

電波利用料の減免の理由とはならない。 

（１） 電波の量的要素、需要の程度を勘案すべきとする意見（９者） 
携帯電話事業者、ＰＨＳ事業者、

放送事業者、経済団体、個人 

（２） 電波の量的要素、需要の程度を勘案すべきではないとする意見（３者） 

（３） 用途等を勘案すべきとする意見（１０者） 

（４） 放送局の公益性については、配慮不要とする意見（１者） 個人 

衛星事業者、放送事業者 

衛星事業者、放送事業者
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Ⅲ 国・地方公共団体からの徴収について 

 

① 国等も電波利用共益事務から利益を受けており、他の免許人との公平性の確保が必

要。 

② 電波利用料の徴収により、行政コストの透明性を確保し、行政の効率化を推進することが

必要。 

 

 

 国等に対して免除されている電波利用料額を公表すべきであるが、実際に徴収する積極的

な理由は見出せない。 

 

Ⅳ 免許不要局からの徴収について 

 
 

 

 

① 免許不要局も電波利用共益事務による受益を得ており、他の免許人との公平性の確保が必

要。 

② 免許局と免許不要局の間のサービス競合が想定されており、公正競争の確保が必要。 

③ 今後、免許不要局の発展に伴い、免許不要局に対し積極的な電波利用共益事務の実施の

必要性が指摘されている。 

④ 無線ＬＡＮのセキュリティ確保に係る費用の財源として徴収が必要。 

 

 

 免許不要局の範囲（電波利用料を非徴収とする範囲）について、利用形態毎の検討が必要。 

（１） 国等からも電波利用料を徴収すべきとする意見（６者） 携帯電話事業者、衛星事業者、

放送事業者等、経済団体 

（２） 国・地方公共団体から電波利用料を徴収する必要がないとする意見（１者） 

（１） 免許不要局からも電波利用料を徴収すべきとする意見（８者） 

携帯電話事業者、衛星事業者、放送事

業者等、電波利用者団体、個人等 

（２） 利用形態ごとの検討が必要とする意見（３者） 携帯電話事業者、衛星事業者、メーカ

個人
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① 免許不要局からの電波利用料の徴収はコスト等の観点から困難。 

② 免許不要局は、低出力であり、他の無線局に対して混信等の影響を与えるおそれが少な

く、他の無線局からの混信等から保護されていない。 

③ 免許不要局の発展のため、電波利用料の負担無しに自由に利用できる環境を確保すべき。 

④ 米欧等の諸外国でも電波利用料の徴収対象となっていない。 

 

Ⅴ 電波利用料の使途について 

 

 

複数システムによる周波数の共用化や、未利用周波数の開拓等の電波有効利用のため

の研究開発等は、電波利用社会の一層の発展に資するものであり、電波利用料から支出す

べき。 

 

 

 

① 使途を電波有効利用のための研究開発等に拡大する場合、研究開発の範囲や規模等

について一定の限定を付すべき。 

② 電波利用料の使途の内容、予算等の計画等について事前、事後に公表し、免許人の理

解を得ることが必要。 

 

 

 

① 電波有効利用のための研究開発等については、まず、国と民間の役割分担が検討され

るべき。国が行う場合でも、電波利用料で賄うことが適当か否かを検討すべきであり、「ま

ず使途拡大ありき」の議論とならないよう 留意すべき。 

② 電波利用料の使途は、電波利用共益事務に限定すべき。 

（３） 免許不要局からは徴収すべきではないとする意見（６者）

（１） 電波有効利用に資する研究開発等にも支出すべきとする意見（３者） 衛星事業者、 

電波利用者団体

（２） 使途の拡大には限定を課すべきとする意見（７者）
携帯電話事業者、放送事業者、

電気事業者等、個人 

（３） 電波利用料の使途を拡大すべきでないとする意見（１１者）

携帯電話事業者、ＰＨＳ事業者、

衛星事業者、放送事業者、 

メーカ団体、経済団体、個人等

ＰＨＳ事業者、メーカ団体、

経済団体、個人 
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③ 電波有効利用のための研究開発については、将来の特定の免許人や国民全体に利益

が生じるものであり、一般財源（税）により賄うべきもの。 

④ 研究開発への支出が際限なく拡大することを懸念。 

⑤ 電波干渉の送信源を短時間で特定するための監視システムの早期構築など監視体制の

強化を図るべき。 



＜「電波有効利用政策研究会」の開催状況＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

電波利用料部会 

第２回会合(3/7) 

第３回会合(4/2) 

電波有効利用政策研究会 

第１回会合(1/30) 

第 10 回会合(4/23) 

第 11 回会合(6/18) 

第一次報告書公表

(12/25)

４月

５月

６月

７月

８月

９月

平成１４年１２月

平成１４年１月

第４回会合(6/5) 

第 12 回会合(9/25) 

( / )

第５回会合(7/16) 

第７回会合(10/20) 
10 月

11 月

12 月

第二次報告書公表 

(9/30)

第 13 回会合(12/11) 

( / )
第三次報告書公表 

(12/24) 

３月

第１回会合(2/20) 
平成１５年２月

平成１６年１月 

２月 

３月 

４月 

５月 

７月 

６月 

８月 

９月 

第 14 回会合(7/15) 

( / )

第６回会合(9/18) 

第８回会合(11/25) 

第９回会合(2/26) 

第 10 回会合(3/25) 

第 11 回会合(4/23) 

第 12 回会合(5/27) 

第 13 回会合(6/17) 

第 14 回会合(7/1) 

参１



「電波有効利用政策研究会」開催要綱 
 
 
１ 背景・目的  
  現在、無線局数は 7,700 万局を超えるなど周波数の逼迫状況が深刻化しているなか、無線アクセ

スの拡充や移動通信システムの発展などを図るためには、新たに大規模な電波の確保が必要になっ

てきている。 

  これらの新規需要に的確かつ迅速に対応するためには、大規模かつ迅速な電波の再配分を行う必

要があるなど従来にない方策の実施が必要である。 

  そこで、周波数移行等の迅速かつ円滑な実施や技術革新を一層推進するための方策など新たな電

波有効利用方策の検討を行うことを目的として、本研究会を開催する。 

 
２ 名称  
  本研究会は、「電波有効利用政策研究会(以下「研究会」という。)」と称する。 
 
３ 検討事項  

(1) 電波の有効利用方策に関する現状と課題 
(2) 電波の有効利用のためにとるべき方策 
(3) 電波の有効利用方策の具体化に関する事項 
(4) その他上記検討に附随する事項 
 

４ 構成及び運営  
(1) 研究会は総務省総合通信基盤局長の研究会とする。 
(2) 研究会の構成員は、別紙のとおりとする。 
(3) 研究会には座長及び座長代理を各１名置く。 
(4) 座長は研究会構成員の互選によりこれを定める。 
(5) 座長代理は研究会構成員の中から座長が指名する。 
(6) 座長は、研究会を招集し、主宰する。 
(7) 座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは、座長に代わって研究会を招集し、主宰する。 
(8) 研究会には、本人の出席を原則とするが、必要な場合は、代理人による出席を行うこともで

きることとする。 
(9) 必要があるときは、外部の関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。 
(10) 必要な場合には、研究会の下に詳細な検討を行うための部会を開催する。 
(11) その他、研究会の運営方法は、座長が定めるところによる。 

 
５ 開催時期  

平成 14 年 1 月から概ね 3 年間程度開催。 
 

６ 庶務  
 研究会の庶務は総務省総合通信基盤局電波部電波政策課において行う。 

参２



＜「電波有効利用政策研究会」構成員＞ 
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参３



＜電波有効利用政策研究会 電波利用料部会 構成員＞ 

（敬称略、五十音順） 

     安念
あんねん

 潤司
じゅんじ

     成蹊大学法科大学院教授 

     五十嵐
い が ら し

善夫
よ し お

     ボーダフォン（株）常務執行役経営企画本部長 

     池田
い け だ

  茂
しげる

    情報通信ネットワーク産業協会専務理事 

     石川
いしかわ

 國
くに

雄
お

     （株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ代表取締役副社長 

      磯崎
いそざき

  澄
きよし

     ジェイサット（株）代表取締役社長 

          伊藤
い と う

 泰彦
やすひこ

     ＫＤＤＩ（株）取締役執行役員専務技術統轄本部長 

     上田
う え だ

 正
まさ

尚
なお

     （社）日本経済団体連合会産業本部情報グループ長 

    大井
お お い

  清
きよし

   （社）全国漁業無線協会専務理事 

     鬼木
お に き

  甫
はじめ

     大阪学院大学経済学部教授 

     甲藤
かっとう

 二郎
じ ろ う

     早稲田大学理工学部教授 

     金子
か ね こ

 和夫
か ず お

     （社）電子情報技術産業協会専務理事 

     木村
き む ら

  弘
ひろし

   宇宙通信（株）代表取締役副社長 

主査代理 黒川
くろかわ

 和美
かずよし

     法政大学経済学部教授 

     小竹
こ た け

 裕人
ひ ろ と

     群馬大学社会情報学部助教授 

     斎藤
さいとう

  誠
まこと

   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

     佐々木
さ さ き

孝一
こういち

     東日本旅客鉄道（株）取締役設備部長 

     髙取
たかとり

  直
すなお

    （株）鷹山代表取締役社長 

     築舘
ちくだて

 勝利
かつとし

     東京電力（株）取締役副社長 

     竹馬
ち く ま

 伸朗
のぶあき

     （株）東京放送常務取締役 

主査   辻井
つ じ い

 重男
し げ お

     情報セキュリティ大学院大学学長 

     中林
なかばやし

 愼
しん

太郎
た ろ う

  全国消防長会事務局次長 

     橋本
はしもと

 元一
げんいち

     日本放送協会理事 

     橋本
はしもと

 安弘
やすひろ

     朝日放送（株）常務取締役 

     東
ひがし

   貴彦
たかひこ

     マイクロソフト（株）執行役 経営戦略担当 

     村山
むらやま

 淳一
じゅんいち

    （株）ニッポン放送取締役技師長 

     山本
やまもと

 隆司
りゅうじ

     東京大学大学院法学政治学研究科助教授 

     湧口
ゆ ぐ ち

 清隆
きよたか

     相模女子大学学芸学部専任講師 

 若尾
わ か お

 正義
まさよし

     （社）電波産業会専務理事 

     渡邉
わたなべ

 洋
ひろ

己
き

     総務省消防庁防災情報室長 
 

参４


